


 

 

 

  



 

は じ め に 

 

近年、障がい福祉を取り巻く環境は大きく変化しており、障がい

のある人の高齢化・重度化や支援者の高齢化及び親亡き後を見

据えた支援、医療的ケア児を含めた障がいのある子どもの支援

等、様々な課題へのより一層の対応が求められています。 

こうした情勢を踏まえ、本町では平成 30 年度から令和２年度を

計画期間とした「第４期障害者計画・第５期障害福祉計画・第１期

障害児福祉計画」を策定し、障がい者及び障がい児施策の推進と

障害福祉サービスの充実に努めてまいりました。 

このたび、計画期間の終了に伴い、第五次蔵王町長期総合計画の「健やかなまちづくり」

を基本的な考え方として、障害者計画の見直しを行うとともに、障害福祉計画及び障害児福

祉計画を総合的に評価・検証し、新たに「第５期障害者計画・第６期障害福祉計画・第２期障

害児福祉計画」を策定いたしました。 

本計画は「障がいのある人が 自分らしく生活できる蔵王町」を基本理念として、障がいの

有無、種別、程度に関係なく社会の一員として住み慣れた地域で自立し、自分らしく誇りを持

って暮らすことができるよう、障がいのある人々を地域で包み込む社会づくりや高度化する

様々なニーズに対応した支援体制づくりを目指していきます。 

本計画の目指すものを実現していくためには、町民、事業者、関係機関、行政が一丸とな

って連携・協働し、各施策を推進していくことが重要であるため、地域の皆さまのより一層のご

理解とご協力を賜りますようお願い申し上げます。 

結びに、本計画を策定するにあたり、多大なるご尽力を賜りました蔵王町障害者計画等策

定委員会の委員の皆さまに深く感謝の意を表しますとともに、多くのご意見やご提言をお寄

せくださいました町民の皆さまに心よりお礼申し上げます。 

 

令和３年３月 

蔵王町長 村上 英人 
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※「障がい」の「がい」は基本的にひらがなで表記していますが、「障害福祉サービス」等の単語や団体名等の

固有名詞については、元の表記を使用しています。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１章 計画の策定に当たって 
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１．計画策定の趣旨 

本町では、障がい者のライフステージに応じた切れ目のない支援を提供するため、「障害

者計画」、「障害福祉計画」、「障害児福祉計画」を一体的に策定しており、「障がいのある

人が 自分らしく生活できる蔵王町」を基本理念として、「社会の一員として生きることができ

るように」、「住み慣れた地域で自立して生きることができるように」、「誇りをもって生きること

ができるように」という３つの視点により、障がい者関連施策を総合的に推進しています。 

今回、「蔵王町第４期障害者計画・第５期障害福祉計画・第１期障害児福祉計画」（以下、

「前計画」という。）の計画期間が令和２年度で終了することから、令和３年度を初年度とする

「蔵王町第５期障害者計画・第６期障害福祉計画・第２期障害児福祉計画」（以下、「本計画」

という。）を策定することとなりました。 

本計画は、前計画と同様に国の法律や計画策定に係る基本指針等に基づいた計画で

あり、すべての国民が、障がいの有無に関わらず、等しく基本的人権を享有するかけがえ

のない個人として尊重され、障がい者等の自立と社会参加を基本とする「障害者基本法」の

理念を踏まえ、これまでの取組を継続しつつ、誰もが住み慣れた地域で自分らしい生活を

送ることができるよう本計画を策定するものです。 

 

 

２．計画の位置付け 

２－１．法令等の根拠 

本計画は、障害者基本法（昭和四十五年法律第八十四号）第 11 条の３の規定に基づく

「市町村障害者計画」及び障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律（以下、「障害者総合支援法」という。）（平成十七年法律第百二十三号）第 88 条の規定

に基づく「市町村障害福祉計画」、児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）第33条

の 20 の規定に基づく「市町村障害児福祉計画」を一体的に策定したものです。 

 

■障害者基本法 第 11 条の３  

市町村は、障害者基本計画及び都道府県障害者計画を基本とするとともに、当該市町

村における障害者の状況等を踏まえ、当該市町村における障害者のための施策に関する

基本的な計画（以下「市町村障害者計画」という。）を策定しなければならない。 

 

■障害者総合支援法 第 88 条  

市町村は、基本指針に即して、障害福祉サービスの提供体制の確保その他この法律に

基づく業務の円滑な実施に関する計画（以下「市町村障害福祉計画」という。）を定めるもの

とする。 
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■児童福祉法 第 33 条の 20  

市町村は、基本指針に即して、障害児通所支援及び障害児相談支援の提供体制の確

保その他障害児通所支援及び障害児相談支援の円滑な実施に関する計画（以下「市町村

障害児福祉計画」という。）を定めるものとする。 

 

 

２－２．関連計画等との位置付け 

本計画は、蔵王町町民憲章を基本として、「蔵王町長期総合計画」と「地域福祉計画」を

上位計画とし、国の法律や基本指針、宮城県の「みやぎ障害者プラン」等の関連計画及び

本町の関連計画との整合性を保つようにして策定するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

国
の
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や
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針
、
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城
県
の
関
連
計
画 

障害者計画・障害福祉計画・障害児福祉計画 

整合 

蔵王町高齢者福祉計画・介護保険事業計画 

蔵王町子ども・子育て支援事業計画 

健康ざおう２１プラン 

その他の関連計画 

地域福祉計画 

蔵王町町民憲章 

蔵王町長期総合計画 
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３．計画の期間 

本計画は令和３年度から令和５年度までの３年間を１期とする計画です。ただし、社会状

況等の変化があった場合は、必要に応じて見直しを行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．計画の策定体制 

本計画では、町民の意見を反映するために学識経験者や福祉関係団体の代表者、福

祉行政関係者等で構成する「蔵王町障害者計画等策定委員会」において、計画について

審議及び意見交換を行いました。 

また、障害者手帳所持者等を対象に福祉についての意識調査を実施するとともに、計画

素案に対するパブリックコメントを実施し、宮城県とも調整を図りながら策定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

①蔵王町（計画決定） 

協議 

②蔵王町 

障害者計画等策定委員会 

（計画協議） 

 

④障害者 

関係団体 

    等 

③関連部署 

（宮城県、周辺市町） 

参加 

町議会 

報告 

 

調整・連携 

報告 

意見 

提言 ⑤蔵王町保健福祉課 

障害福祉係 運営 

計画名
平成
30年度

令和
元年度

令和
2年度

令和
3年度

令和
4年度

令和
5年度

令和
6年度

令和
7年度

令和
8年度

令和
9年度

蔵王町障害者計画・障害福祉計画
・障害児福祉計画

蔵王町長期総合計画

蔵王町地域福祉計画

蔵王町高齢者福祉計画・
介護保険事業計画

蔵王町子ども・子育て支援事業計画

健康ざおう２１プラン

現行計画

第２期計画

現行計画

前計画

現行計画

本計画

第７期計画 第８期計画

第１期計画

次期計画
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５．基本指針の見直しのポイント 

本計画は、国の示す基本指針に基づいて策定することとなります。その見直しのポイント

は以下の通りとなっています。（障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の円滑な実施

を確保するための基本的な指針より） 

 

５－１．地域における生活の維持及び継続の推進 

入所等から地域生活への移行について、日中サービス支援型指定共同生活援助により、

常時の支援体制を確保すること等により、地域生活を希望する者が地域での暮らしを継続

することができるような体制を確保することを目指します。 

 

 

５－２．精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築を一層推進するため、包括的か

つ継続的な地域生活支援体制整備を今後も計画的に推進する観点から、精神障がい者の

精神病床から退院後の地域における定着に関する成果目標を追加します。加えて、アルコ

ール、薬物及びギャンブル等をはじめとする依存症対策も推進します。 

 

 

５－３．福祉施設から一般就労への移行等 

「一般就労への移行」における就労移行支援事業の取組をさらに進めるとともに、就労継

続支援の取組も評価していくため、移行者数の目標値において、就労移行支援の目標を

明確化します。また、就労継続支援Ａ型及びＢ型についても事業目的を踏まえた上で成果

目標を追加します。 

就労定着支援の更なるサービス利用を促すため、利用者数を成果目標として追加すると

ともに、定着率の数値目標も設定します。 

さらに、農福連携の推進に向けた理解促進及び就労継続支援事業所等への支援や大

学在学中の学生の就労移行支援の利用促進、高齢障がい者に対する就労継続支援Ｂ型

等による適切な支援及び高齢障がい者のニーズに沿ったサービスや支援につなげる体制

構築についての取組を推進します。 
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５－４．「地域共生社会」の実現に向けた取組 

引き続き、地域共生社会の実現に向け、地域住民が主体的に地域づくりに取り組むため

の仕組みづくりや制度の縦割りを超えた柔軟なサービスの確保に取り組むとともに、地域の

実態等を踏まえながら、包括的な支援体制の構築に取り組みます。 

 

 

５－５．発達障がい者等支援の一層の充実 

発達障がい者等に対する支援に関して、ペアレントプログラムやペアレントトレーニング

等の支援体制を確保すること及び発達障がいの診断等を専門的に行うことができる医療機

関等の確保を目標として、連携に努めます。 

 

 

５－６．障害児通所支援等の地域支援体制の整備 

児童発達支援センターについて、地域支援機能を強化することにより地域社会への参加

や包容（インクルージョン）を推進することが重要です。 

また、障害児入所施設に関して、ケア単位の小規模化の推進及び地域に開かれたもの

とすることが必要であり、入所児童の18歳以降の支援の在り方について必要な協議が行わ

れる体制整備を図ります。 

 

保育、保健医療、教育等の関係機関との連携に関して、 

・障害児通所支援の実施に当たって、学校の空き教室の活用等の実施形態を検討しま

す。 

・難聴児支援に当たって、児童発達支援センターや特別支援学校（聴覚障がい）等を活

用した難聴児支援のための中核的機能を有する体制確保等を検討します。 

 

特別な支援が必要な障がい児に対する支援体制の整備に関して、 

・重症心身障害児や医療的ケア児の支援に当たって、その人数やニーズを把握する必

要があり、その際、管内の支援体制の現状把握も併せて実施します。 

・重症心身障害児や医療的ケア児が利用する短期入所の実施体制の確保について、家

庭的環境等を十分に踏まえた支援や家族のニーズの把握が必要である旨及びニーズ

の多様化を踏まえ協議会等を活用して役割等を検討します。 
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５－７．相談支援体制の充実・強化等 

相談支援体制に関して、各地域において検証・評価を行い、各種機能の更なる強化・充

実に向けた検討を行います。 

 

 

５－８．障がい者の社会参加を支える取組 

障がい者の文化・芸術活動支援による社会参加等の促進に関して、都道府県による障

がい者の文化・芸術活動を支援するセンターの設置及び広域的な支援を行うセンターの設

置を推進します。 

また、読書を通じて文字・活字文化の恵沢を享受することができる社会の実現のため、視

覚障がい者等の読書環境の整備の推進に関する法律（令和元年法律第四十九号）を踏ま

え、視覚障がい者等の読書環境の整備を計画的に推進します。 

 

 

５－９．障害福祉サービス等の質の向上 

近年、障害福祉サービス等が多様化するとともに、多くの事業者が参入している中、改め

て障害者総合支援法の基本理念を念頭に、その目的を果たすためには、利用者が真に必

要とする障害福祉サービス等の提供を行うことが必要であることから、障害福祉サービス等

の質を向上させるための体制を構築することを成果目標に追加します。 

 

 

５－10．障害福祉人材の確保 

障害福祉サービス等の提供を担う人材を確保するため、研修の実施、多職種間の連携

の推進、障がい福祉の現場が働きがいのある魅力的な職場であることの積極的な周知・広

報等に、関係者が協力して取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 蔵王町の概況 
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１．人口の推移と将来推計 

人口の推移をみると、総人口は減少傾向となっており、「14 歳以下」と「15～64 歳」も減少

傾向となっています。その一方で、「65～74 歳」は増加傾向となっており、令和２年には総

人口が 11,719 人、高齢化率は 37.6％となっています。 

また、将来推計をみると、今後も総人口は減少を続けて少子高齢化がより進行していくと

見込まれており、令和７年には総人口が 10,944 人で高齢化率が 42.1％になると予想され

ています。さらに、令和 22 年には総人口が 8,602 人で高齢化率が 48.9％と約２人に１人が

高齢者となると予想されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※平成27年～令和２年までは各年９月末時点（住民基本台帳より）。令和３年以降は各年10月１日時点（「日

本の地域別将来推計人口（平成 30（2018）年推計）」（国立社会保障・人口問題研究所）より）  

1,428 1,388 1,334 1,298 1,239 1,190 1,176 1,162 1,148 1,134 1,120 734

7,145 6,946 6,721 6,503 6,282 6,125 5,943 5,761 5,579 5,397 5,222

3,665

1,859 1,962 2,053 2,109 2,121 2,171 2,143 2,115 2,087 2,059 2,027

1,337

2,214 2,214 2,245 2,243 2,252 2,233 2,302 2,371 2,440 2,509 2,575

2,866

12,646 12,510 12,353 12,153 11,894 11,719 11,564 11,409 11,254 11,099 10,944

8,602
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14歳以下 15～64歳 65～74歳 75歳以上 高齢化率

推計実績

11.3 11.1 10.8 10.7 10.4 10.2 10.2 10.2 10.2 10.2 10.2 8.5
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推計実績
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２．障がい者の状況 

２－１．障害者手帳所持者数の推移 

障害者手帳所持者数の推移をみると、総数は減少傾向となっており、令和元年度は 710

人となっています。また、「身体障害者手帳所持者」は減少傾向となっているのに対して、

「療育手帳所持者」と「精神障害者保健福祉手帳所持者」はやや増加傾向となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※各年度末時点（保健福祉課資料より） 
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２－２．身体障害者手帳所持者の推移 

身体障害者手帳所持者の推移をみると、「１級」が平成 30 年度まで減少した後に令和元

年度で増加しているのと、「５級」がほぼ横ばいで推移している以外は、減少傾向となってい

ます。 

また、身体障害者手帳所持者のうち高齢者の人数は、平成 27 年度で 557 人中 375 人

（67.3％）であったのに対し、令和元年度では 504 人中 372 人（73.8％）となっており、その

占める割合は年々増加傾向にあります。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※各年度末時点（保健福祉課資料より） 

※総数に併記されている括弧内の数値は身体障害者手帳所持者のうち 65 歳以上高齢者の人数 
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２－３．身体障害者手帳所持者の障がい種別推移 

身体障害者手帳所持者の障がい種別推移をみると、「音声・言語機能障がい」が増減し

つつ推移している以外は、どの障がい種別もおおむね減少傾向となっています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※各年度末時点（保健福祉課資料より） 

 

２－４．療育手帳所持者数の推移 

療育手帳所持者数の推移をみると、「Ａ（重度）」はやや減少しているのに対して、「Ｂ（中

軽度）」は増加傾向となっており、総数もわずかに増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※各年度末時点（保健福祉課資料より）  
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２－５．療育手帳所持者の年齢別推移 

療育手帳所持者の年齢別推移をみると、「18 歳未満」が増加傾向となっており、「18 歳以

上」はやや減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※各年度末時点（保健福祉課資料より） 

 

２－６．精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移 

精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移をみると、総数は平成 29 年度にかけて増加

し、その後は横ばいで推移しています。平成 27 年度と令和元年度を比較すると、どの等級

も増加しています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※各年度末時点（保健福祉課資料より）  
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２－７．自立支援医療（精神通院）受給者数の推移 

自立支援医療（精神通院）受給者数の推移は増加傾向となっており、令和元年度は 159

人となっています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※各年度末時点（保健福祉課資料より）  
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３．障がい児の状況 

３－１．障がい児の障害者手帳所持者数の推移 

障がい児の障害者手帳所持者数の推移をみると、「身体障害者手帳所持者」は減少して

いるのに対して、「療育手帳所持者」は倍近くに増加しており、そのため総数も増加していま

す。なお、「精神障害者保健福祉手帳所持者」はいませんでした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※各年度末時点（保健福祉課資料より） 

 

３－２．育成医療受給者の推移 

育成医療受給者数の推移をみると、平成 27 年度に１人日／月となっていましたが、それ

以降の受給者はいませんでした。 

 

■育成医療受給者数（人日／月） 

 
平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

育成医療受給者数 
1 

（心臓疾患） 
0 0 0 0 

※各年度末時点（保健福祉課資料より） 
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３－３．小児慢性特定疾病の状況 

令和元年度末の小児慢性特定疾病の状況をみると、「悪性新生物」が３人、「慢性心疾

患」と「先天性代謝異常」がそれぞれ１人ずつとなっています。 

 

■小児慢性特定疾病（人） 

 人数 

慢性心疾患 1 

先天性代謝異常 1 

悪性新生物 3 

※令和元年度末時点（保健福祉課資料より） 

 

３－４．特別児童扶養手当の支給状況 

特別児童扶養手当の支給状況をみると、増減しつつ推移しており、令和元年度は 22 人

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※各年度末時点（子育て支援課資料より） 
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３－５．幼稚園の通園状況 

令和元年度末の幼稚園に通う障がいのある児童数をみると、「年少」に１人となっていま

す。 

 

■幼稚園に通う障がいのある児童数（人） 

 人数 障がい種別 

年長 0  

年中 0  

年少 1 身体 

※令和元年度末時点（教育総務課資料より） 

 

３－６．特別支援学級の通学状況 

令和元年度末の小学校・中学校の特別支援学級在学者数をみると、小学校では「１年」

に２人、「３年」に４人、「４年」に３人、「６年」に５人となっており、中学校では「２年」に３人、

「３年」に１人となっています。 

 

■小学校・中学校の特別支援学級在学者数 

 
小学校 中学校 

学級数 生徒数 障がい種別 学級数 生徒数 障がい種別 

１年 1 2 知的 1 0  

２年 1 0  1 3 知的 

３年 1 4 知的 1 1 知的 

４年 1 3 知的  

５年 1 0  

６年 1 5 知的 

※令和元年度末時点（教育総務課資料より） 
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３－７．特別支援学校の通学状況 

令和元年度末の特別支援学校の通学状況をみると、小学部では「３年」に２人、中学部

では「２年」に１人、高等科では「１年」に２人、「２年」に３人、「３年」に４人となっています。 

 

■特別支援学校在学者数 

 
小学部 中学部 高等部 

生徒数 障がい種別 生徒数 障がい種別 生徒数 障がい種別 

１年 0  0  2 知的 2 

２年 0  1 知的 1 3 知的 3 

３年 2 
身体 1 

知的 1 
0  4 知的 4 

４年 2 
知的 1 

聴覚 1 

 

５年 0  

６年 0  

※令和元年度末時点（教育総務課資料より） 
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４．前計画の振り返り 

４－１．第４期障害者計画の振り返り 

（１）地域生活を支える体制づくり（保健・医療、生活支援） 

地域生活を支える体制づくりとして、保健事業や医療体制、生活支援の充実に取り組ん

でおり、健康づくりに関する活動の広がりや関係医療機関との連携強化が図られました。今

後に向けては既存の取組を継続するとともに、相談窓口の周知やリハビリテーション体制の

より一層の整備等に努めます。 

 

 

（２）生きがいがもてる地域社会づくり（雇用・就労、社会参加） 

障がいのある人の就労の場や地域活動の機会を確保し、社会参加することで生きがいを

もって生活していけるよう様々な取組を実施しています。就労支援に関する取組やスポー

ツ・文化活動等への支援は今後も継続していきます。また、就労に関しては法定雇用率の

遵守に努めるとともに、障がいのある人が就労し、定着していけるよう支援していきます。 

 

 

（３）共に生きる地域社会づくり（交流、差別の解消、権利擁護の推進） 

共に生きる地域社会づくりとして、障がいへの理解促進やボランティア活動、地域におけ

る支え合いの体制づくり等に取り組んできました。しかし、障がいへの理解促進の取組は更

なる充実が必要であるため、今後も引き続き、イベント等を通じた啓発や福祉教育を実施し

ていくとともに、障がいによる不利益の解消や虐待防止に努めます。 

 

 

（４）安心・安全な環境づくり 

安心・安全な環境づくりでは、公共施設や移動時等の環境整備、住環境の整備、ハザー

ドマップ作成や防災訓練等の防災対策等に取り組んできました。今後に向けては、住宅改

修の周知・利用促進やグループホームの整備促進、障がいのある人を考慮した防災訓練・

教育の実施等に取り組みます。 
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４－２．第５期障害福祉計画の振り返り 

（１）障害福祉サービスの充実 

①訪問系サービス 

居宅介護や重度訪問介護等の訪問系サービスは、利用者数はやや計画値を下回って

いるものの、利用量はほぼ計画値通りとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

②日中活動系サービス 

日中活動系サービスは、計画値と同じかそれ以上の利用があるサービスが多くなってい

ますが、「自立訓練（機能訓練）」や「就労継続支援（Ａ型）」は利用が少なくなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

平成30年度 令和元年度
令和２年度
（見込み）

１．訪問系サービス

居宅介護、重度訪問介護、行動援護、同行援護、重度障害者等包括支援

計画値 13 14 14

実績値 11 10 10

達成率 84.6% 71.4% 71.4%

計画値 520 560 560

実績値 560 560 560

達成率 107.7% 100.0% 100.0%

利用者数 人／月

利用量 時間／年

平成30年度 令和元年度
令和２年度
（見込み）

平成30年度 令和元年度
令和２年度
（見込み）

２．日中活動系サービス ２．日中活動系サービス

生活介護 就労継続支援（A型）

計画値 33 33 32 計画値 11 11 11

実績値 30 43 30 実績値 6 4 3

達成率 90.9% 130.3% 93.8% 達成率 54.5% 36.4% 27.3%

計画値 727 727 705 計画値 225 225 225

実績値 626 882 616 実績値 125 76 78

達成率 86.1% 121.3% 87.4% 達成率 55.6% 33.8% 34.7%

自立訓練（機能訓練） 就労継続支援（B型）

計画値 1 1 1 計画値 32 32 31

実績値 0 0 0 実績値 36 35 37

達成率 0.0% 0.0% 0.0% 達成率 112.5% 109.4% 119.4%

計画値 22 22 22 計画値 648 648 628

実績値 0 0 0 実績値 687 706 756

達成率 0.0% 0.0% 0.0% 達成率 106.0% 109.0% 120.4%

自立訓練（生活訓練） 就労定着支援

計画値 1 1 1 計画値 1 1 1

実績値 1 1 0 実績値 0 1 2

達成率 100.0% 100.0% 0.0% 達成率 0.0% 100.0% 200.0%

計画値 22 22 22 療養介護

実績値 20 15 0 計画値 1 1 1

達成率 90.9% 68.2% 0.0% 実績値 1 1 1

就労移行支援 達成率 100.0% 100.0% 100.0%

計画値 2 2 2 短期入所

実績値 5 3 2 計画値 2 2 2

達成率 250.0% 150.0% 100.0% 実績値 1 0 1

計画値 42 42 42 達成率 50.0% 0.0% 50.0%

実績値 106 59 20 計画値 10 10 10

達成率 252.4% 140.5% 47.6% 実績値 12 0 12

達成率 120.0% 0.0% 120.0%

人／月

人日／月

利用者数 人／月

利用量 人日／月

利用者数 人／月

利用量

利用者数 人／月

利用量 人日／月

利用者数 人／月

利用量 人日／月

利用者数 人／月

利用者数 人／月

利用量 人日／月

利用者数 人／月

利用者数 人／月

利用量 人日／月

利用者数

利用量 人日／月
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③居住系サービス 

居住系サービスでは、「共同生活援助」と「施設入所支援」の２つがおおむね計画値通り

の利用となっています。「自立生活援助」については、施設入所している人は障がいの状況

等を含めて様々な理由があると考えられるため、一人暮らしの希望者がいませんでした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④指定相談支援サービス 

指定相談支援サービスは、「計画相談支援」がおおむね計画値通りの利用となっている

ほか、「地域定着支援」も令和２年度（見込み）では計画値通りとなっています。 

地域移行については、障がいのある人の重度化や高齢化及び受入先がないこと等によ

り難しいケースが散見され、あまり移行につながっていない状況です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤その他の障害福祉サービス 

補装具費の支給に関しては、必要とする人へ必要なサービスが適切に提供され、自立に

つながったケースがありました。また、自立支援医療については、できるだけ早く受給者証

が発行されるよう努めてきました。今後も引き続き、手続き等ができるだけ早く行われるよう

事務の効率化を図ります。 

 

  

平成30年度 令和元年度
令和２年度
（見込み）

平成30年度 令和元年度
令和２年度
（見込み）

３．居住系サービス ３．居住系サービス

共同生活援助 自立生活援助

計画値 22 22 22 計画値 1 1 1

実績値 23 24 24 実績値 0 0 0

達成率 104.5% 109.1% 109.1% 達成率 0.0% 0.0% 0.0%

施設入所支援

計画値 21 20 19

実績値 19 19 17

達成率 90.5% 95.0% 89.5%

利用者数 人／月 利用者数 人／月

利用者数 人／月

平成30年度 令和元年度
令和２年度
（見込み）

平成30年度 令和元年度
令和２年度
（見込み）

４．指定相談支援サービス ４．指定相談支援サービス

計画相談支援 地域定着支援

計画値 19 19 19 計画値 1 2 2

実績値 15 15 19 実績値 0 1 2

達成率 78.9% 78.9% 100.0% 達成率 0.0% 50.0% 100.0%

地域移行支援

計画値 1 2 2

実績値 0 0 0

達成率 0.0% 0.0% 0.0%

利用者数 人 利用者数 人

利用者数 人
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（２）地域生活支援事業の充実 

地域生活支援事業では、利用状況にばらつきがみられました。計画値を大きく上回る利

用がみられた事業は、「意思疎通支援事業」と「日常生活用具給付等事業」の「排せつ管理

支援用具」の２つとなっています。一方、「移動支援事業」や「日中一時支援事業」、「訪問

入浴サービス事業」は利用が少なくなっています。 

利用が少ない事業については、事業の周知や内容の改善、サービスを提供する事業者

の拡大等に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

平成30年度 令和元年度
令和２年度
（見込み）

平成30年度 令和元年度
令和２年度
（見込み）

１．障害者相談支援事業 ７．日常生活用具給付等事業

障害者相談支援事業 介護・訓練支援用具

計画値 2 2 2 計画値 2 2 2

実績値 2 2 2 実績値 0 3 2

達成率 100.0% 100.0% 100.0% 達成率 0.0% 150.0% 100.0%

基幹相談支援センター 自立生活支援用具

計画値 1 1 1 計画値 3 3 3

実績値 1 1 1 実績値 1 3 3

達成率 100.0% 100.0% 100.0% 達成率 33.3% 100.0% 100.0%

２．自立支援協議会事業 在宅療養等支援用具

自立支援協議会事業 計画値 2 2 2

計画値 1 1 1 実績値 0 0 2

実績値 1 1 1 達成率 0.0% 0.0% 100.0%

達成率 100.0% 100.0% 100.0% 情報・意思疎通支援用具

３．成年後見制度利用支援事業 計画値 2 2 2

成年後見制度利用支援事業 実績値 1 2 2

計画値 1 1 1 達成率 50.0% 100.0% 100.0%

実績値 1 1 1 排せつ管理支援用具

達成率 100.0% 100.0% 100.0% 計画値 250 250 250

４．理解促進研修・啓発事業 実績値 296 340 320

研修会の実施 達成率 118.4% 136.0% 128.0%

計画値 1 1 1 住宅改修

実績値 0 0 0 計画値 1 1 1

達成率 0.0% 0.0% 0.0% 実績値 1 1 1

５．自発的活動支援事業 達成率 100.0% 100.0% 100.0%

研修会等の開催 ９．移動支援事業

計画値 1 1 1 移動支援事業

実績値 0 0 0 計画値 5 5 5

達成率 0.0% 0.0% 0.0% 実績値 2 3 2

６．意思疎通支援事業 達成率 40.0% 60.0% 40.0%

手話通訳者派遣事業・要約筆記奉仕員派遣事業 計画値 700 700 700

計画値 4 4 4 実績値 381 365 435

実績値 29 31 31 達成率 54.4% 52.1% 62.1%

達成率 725.0% 775.0% 775.0% 10．地域活動支援センター事業

地域活動支援センター

計画値 1 1 1

実績値 1 1 0

達成率 100.0% 100.0% 0.0%

11．日中一時支援事業

日中一時支援事業

計画値 5 5 5

実績値 2 3 5

達成率 40.0% 60.0% 100.0%

計画値 750 750 750

実績値 334 404 347

達成率 44.5% 53.9% 46.3%

12．訪問入浴サービス事業

訪問入浴サービス事業

計画値 1 1 1

実績値 2 1 1

達成率 200.0% 100.0% 100.0%

計画値 8 8 8

実績値 2 1 1

達成率 25.0% 12.5% 12.5%

利用者数 人／月

利用量 時間／月

利用量 時間／年

か所

利用者数 人／月

利用量 時間／年

件数／年

件数／年

件数／年

件数／年

利用者数 人／月

か所

か所

回／年

回／年

人／年

件数／年

件数／年

か所

か所
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４－３．第１期障害児福祉計画の振り返り 

（１）障がい児の保健・相談の充実 

障がい児の保健・相談の充実として、妊婦健康診査や乳幼児健康診査・相談、早期療育

指導の充実を図ってきました。今後も引き続き、すべての乳幼児が健康診査を受診できるよ

う取り組み、関係団体・機関等と連携をとりつつ発達の気になる子どもの経過を確認してい

きます。また、令和３年度から乳幼児精神発達精密健康診査が町で実施となるため、臨床

心理士の発達相談や健診の実施について検討します。 

 

 

（２）障がい児保育・教育の充実 

①障がい児福祉サービスの充実 

「放課後等デイサービス」と「障害児相談支援」は計画を上回る利用となっており、「児童

発達支援」も令和２年度（見込み）の利用量以外はおおむね計画に沿った利用となってい

ます。引き続きサービスの周知を図るとともに、利用ニーズの増加が見込まれるサービスに

ついては提供体制の整備・強化に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

平成30年度 令和元年度
令和２年度
（見込み）

平成30年度 令和元年度
令和２年度
（見込み）

１．障がい児福祉サービスの充実 １．障がい児福祉サービスの充実

児童発達支援 保育所等訪問支援

計画値 2 2 2 計画値 1 1 1

実績値 3 3 2 実績値 0 0 0

達成率 150.0% 150.0% 100.0% 達成率 0.0% 0.0% 0.0%

計画値 42 42 42 計画値 3 3 3

実績値 30 35 15 実績値 0 0 0

達成率 71.4% 83.3% 35.7% 達成率 0.0% 0.0% 0.0%

放課後等デイサービス 居宅訪問型児童発達支援

計画値 2 2 2 計画値 1 1 1

実績値 4 4 4 実績値 0 0 0

達成率 200.0% 200.0% 200.0% 達成率 0.0% 0.0% 0.0%

計画値 20 20 20 障害児相談支援

実績値 23 31 30 計画値 3 4 4

達成率 115.0% 155.0% 150.0% 実績値 6 8 8

達成率 200.0% 200.0% 200.0%

利用者数 人 利用者数 人

利用量 人日／月

利用者数 人

利用量 人日／月 利用量 人日／月

利用者数 人 利用者数 人
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②子ども・子育て支援等における体制整備 

障がい児等が地域で保育や幼児教育を受けられるよう、町立保育所・幼稚園では保育

士の加配を行っていますが、「保育所」と「放課後児童健全育成事業」はおおむね計画値

通りの加配となっています。対して「幼稚園」は計画期間中は０人となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③障がい児の教育の充実 

障がい児の教育の充実として、教育相談や就学支援、教職員の資質向上等に努めてき

ました。今後に向けては、相談や就学支援、進路指導の体制強化を図るために地域の関

係機関との連携を深めるとともに、それぞれの子どもの障がいの状況に合わせた支援がで

きるよう取り組みます。 

 

  

平成30年度 令和元年度
令和２年度
（見込み）

平成30年度 令和元年度
令和２年度
（見込み）

２．子ども・子育て支援等における体制整備 ２．子ども・子育て支援等における体制整備

保育所 放課後児童健全育成事業

計画値 4 4 4 計画値 0 1 1

実績値 3 3 3 実績値 1 1 1

達成率 75.0% 75.0% 75.0% 達成率 － 100.0% 100.0%

幼稚園

計画値 1 1 1

実績値 0 0 0

達成率 0.0% 0.0% 0.0%

人

人

人
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５．福祉に関するアンケート調査結果の抜粋 

５－１．アンケート調査の概要 

調査期間 令和２年７～８月 

調査対象 

町内在住の町民のうち、身体障害者（児）、知的障害者（児）、精神

障害者（家族への調査を含む）、発達障害者・高次脳機能障害者・

難病患者等 

調査方法 郵送による配布・回収 

配布数 ２５０票 

有効回収数 １２２票（有効回収率：４８．８％） 

 

 

５－２．外出する際に困ること、外出しない（できない）理由 

問４ あなたが外出する際に困ること、または外出しない（できない）理由をお答えくださ

い。【○はいくつでも】 

外出する際に困ることをみると、「公共交通機関が少ない（ない）」が 20.5％で最も多く、

次いで「列車やバスの乗り降りが困難」と「困ったときにどうすればいいのか心配」の２つがそ

れぞれ 14.8％、「周囲の目が気になる」が 12.3％、「道路や駅に階段や段差が多い」と「外

出にお金がかかる」の２つがそれぞれ 11.5％で続いています。その一方で、「特にない」は

34.4％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※グラフは主に上位項目の抜粋です（以下の設問についても同様） 

【関連する施策】 

●障害者計画：１－３．生活支援の充実、 

４－１．人にやさしいまちづくりの推進 

●障害福祉計画：２－２．訪問系サービス、３－10．移動支援事業 

３－14．自動車運転免許証取得費・自動車改造費助成事業  

20.5

14.8

14.8

12.3

11.5

11.5

34.4

0% 10% 20% 30% 40%

公共交通機関が少ない（ない）

列車やバスの乗り降りが困難

困ったときにどうすればいいのか心配

周囲の目が気になる

道路や駅に階段や段差が多い

外出にお金がかかる

特にない

令和2年 n=122



 

28 

 

５－３．障がいのある方が働く際に必要だと思うこと 

問７ あなたは、障がいのある方が働くには、どのようなことが必要だと思いますか。【○は

いくつでも】 

障がいのある方が働くために必要だと思うことをみると、「障がいのある方に対する事業主

や職場の仲間の理解」が 66.4％で最も多く、次いで「障がいのある方に配慮した就労条件

や勤務体制」が 46.7％、「生活できる給料」が 44.3％、「障がいのある方に配慮した職場の

施設・設備」が 43.4％で続いています。以下、「企業等の積極的な雇用」等が約３割程度と

なっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【関連する施策】 

●障害者計画：１－３．生活支援の充実、 

２－１．障がいのある人の雇用の拡大に向けた普及・啓発、 

２－２．就労支援体制の強化、 

３－１．障がいのある人への理解促進 

●障害福祉計画：２－１．障害福祉サービス等の体制強化、 

２－３．日中活動系サービス、３－２．自立支援協議会事業、 

３－５．理解促進研修・啓発事業 

●障害児福祉計画：３－３．障がい児の教育の充実 

 

 

 

  

66.4

46.7

44.3

43.4

32.8

32.0

31.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

障がいのある方に対する事業主や職場の仲間の理解

障がいのある方に配慮した就労条件や勤務体制

生活できる給料

障がいのある方に配慮した職場の施設・設備

企業等の積極的な雇用

通勤（交通手段）の確保や通勤のための援助

働く場所のあっせんや相談施設の充実
令和2年 n=122
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５－４．健康管理において困っていること 

問８ あなたが健康管理において、困っていることは何ですか。【○はいくつでも】 

健康管理において困っていることをみると、「医療費の負担が大きい」が 27.9％で最も多

く、次いで「専門的な治療を行っている医療機関が身近にない」が 27.0％、「近所に診察し

てくれる医師がいない」が 22.1％、「気軽に往診を頼める医師がいない」が 14.8％、「受診

手続きや案内など、障がい者への配慮が不十分」が 10.7％で続いています。なお、「特に

ない」は 31.1％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【関連する施策】 

●障害者計画：１－１．保健事業の充実、１－２．医療体制の充実 

●障害福祉計画：２－１．障害福祉サービス等の体制強化、 

２－６．その他の障害福祉サービス 

●障害児福祉計画：２－３．早期療育指導の充実 

３－１．障がい児福祉サービスの充実 

 

  

27.9

27.0

22.1

14.8

10.7

31.1

0% 10% 20% 30% 40%

医療費の負担が大きい

専門的な治療を行っている医療機関が身近にない

近所に診察してくれる医師がいない

気軽に往診を頼める医師がいない

受診手続きや案内など、障がい者への配慮が不十分

特にない

令和2年 n=122
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５－５．福祉サービスについて相談しやすい体制を作るために必要だと思うこと 

問17 あなたは、福祉サービスについて相談しやすい体制を作るために、どのようなことが

必要だと思いますか。【○はいくつでも】 

福祉サービスについて相談しやすい体制づくりに必要と思うことをみると、「１か所で用件

を済ますことのできる総合的な窓口があること」が 45.9％で最も多く、次いで「専門的・継続

的に相談に応じてくれる人が配置されていること」が 32.8％、「地域の身近なところで相談で

きること」が 32.0％で続いています。以下、「電話、ファックス、メール等を使って相談できる

こと」と「平日の昼間以外も相談できること」は１割台となっています。なお、「わからない」は

17.2％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【関連する施策】 

●障害者計画：１－１．保健事業の充実、３－３．地域ぐるみの支援体制の整備 

●障害福祉計画：２－１．障害福祉サービス等の体制強化、 

２－５．指定相談支援サービス、３－１．障害者相談支援事業、 

３－２．自立支援協議会事業 

●障害児福祉計画：２－２．乳幼児健康診査・相談の充実、 

３－１．障がい児福祉サービスの充実、 

３－３．障がい児の教育の充実 

 

  

45.9

32.8

32.0

18.0

13.9

17.2

0% 10% 20% 30% 40% 50%

１か所で用件を済ますことのできる

総合的な窓口があること

専門的・継続的に相談に

応じてくれる人が配置されていること

地域の身近なところで相談できること

電話、ファックス、メール等を使って

相談できること

平日の昼間以外も相談できること

わからない 令和2年 n=122
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５－６．町民が障がいのある方を理解するために必要だと感じること 

問 25 町民が障がいのある方を理解するために、何が必要だと感じていますか。【○はい

くつでも】 

町民が障がいのある方を理解するために必要だと感じることをみると、「障がいや障がい

者の福祉について関心や理解を求めるための啓発」が 29.5％で最も多く、次いで「学校に

おける福祉教育の充実」が 23.8％、「障がいのある人との交流を通じた障がいへの理解促

進」と「障がいのある人の積極的な社会参加」の２つがそれぞれ 18.9％、「障がいのある人

への福祉的な就労や生産活動の機会の提供」が 13.1％で続いています。なお、「わからな

い」は 27.9％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【関連する施策】 

●障害者計画：１－３．生活支援の充実、２－３．様々な活動への参加促進、 

３－１．障がいのある人への理解促進 

●障害福祉計画：３－５．理解促進研修・啓発事業 

●障害児福祉計画：２－３．早期療育指導の充実、 

３－３．障がい児の教育の充実 

 

  

29.5

23.8

18.9

18.9

13.1

27.9

0% 10% 20% 30% 40%

障がいや障がい者の福祉について

関心や理解を求めるための啓発

学校における福祉教育の充実

障がいのある人との交流を通じた

障がいへの理解促進

障がいのある人の積極的な社会参加

障がいのある人への福祉的な就労や

生産活動の機会の提供

わからない

令和2年 n=122
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５－７．地域で生活を送るために必要なこと 

問 26 地域で生活を送るために、必要なことは何ですか。【○はいくつでも】 

地域で生活を送るために必要なことをみると、「何でも相談できる窓口の設置や相談員の

配置」が 46.7％で最も多くなっており、次いで「年金や医療面の経済的な援助」が 41.0％、

「日常生活に必要な移動支援の充実」と「段差がなく利用しやすい公共施設・交通環境等

の整備」の２つがそれぞれ 23.0％、「障がいへの理解や交流の促進」が 18.0％で続いてい

ます。なお、「特にない」は 9.8％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

46.7

41.0

23.0

23.0

18.0

17.2

17.2

17.2

16.4

15.6

15.6

14.8

13.9

8.2

8.2

6.6

1.6

9.8

0% 10% 20% 30% 40% 50%

何でも相談できる窓口の設置や相談員の配置

年金や医療面の経済的な援助

日常生活に必要な移動支援の充実

段差がなく利用しやすい公共施設・交通環境等の整備

障がいへの理解や交流の促進

機能回復や地域生活に必要な訓練の充実

ホームヘルプサービス等の在宅サービスの充実

企業等での就労に向けた支援や雇用環境の整備

障がい児のための保育・教育の充実

入所施設やグループホーム等の生活の場の整備

災害対策や防犯対策の充実

障がいの早期発見・早期療養体制の充実

各種サービス等や点字・手話による情報提供の充実

ボランティア活動等の地域活動の促進

スポーツ・サークル・文化活動への支援

創作的活動や生活習慣などが習得できる場の充実

その他

特にない
令和2年 n=122
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６．目標の達成状況 

６－１．第５期障害福祉計画の目標達成状況 

第５期障害福祉計画で定めた数値目標の達成状況については以下の通りです。 

 

（１）施設入所者の地域生活への移行 

■国が示す基本的な考え方  

○平成 28 年度末時点の施設入所者数の９％以上が地域生活へ移行することを基本。 

○令和２年度末の施設入所者数を平成 28 年度末時点の施設入所者数から２％以上削

減することを基本。 

※平成 29 年度末において、平成 29 年度までの数値目標が達成されないと見込まれる

場合は未達成割合を加える。 

 

■蔵王町の目標設定と現状 

項目 人数 考え方 

平成 28 年度末時点の 

入所者数（Ａ） 
21 人 平成 28 年度末時点入所者数 

 

項目 目標値 見込み 考え方 

【目標値】 

令和２年度末の 

地域生活移行者数（Ｂ） 

2 人 1 人 
入所施設からグループホーム等への

地域移行見込み者数 

9.5％ 4.8％ 移行割合（Ｂ/Ａ） 

【目標値】 

削減目標数（Ｃ） 

2 人 1 人 
令和２年度末段階での削減見込み者

数 

9.5％ 4.8％ 削減割合（Ｃ/Ａ） 
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（２）精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

■国が示す基本的な考え方  

○令和２年度末までにすべての市町村ごとに協議会やその専門部会等保健、医療、福

祉関係者による協議の場を設置することを基本。市町村単位での設置が困難な場合

には、複数市町村による共同設置であっても差し支えない。 

○国が設定する式により算定した令和２年度末の精神病床における 65 歳以上の１年以

上長期入院患者数及び令和２年度末の精神病床における 65 歳未満の１年以上長期

入院患者数を、目標値として設定する。 

○精神病床における早期退院率を、入院後３か月時点の退院率については 69パーセン

ト以上とし、入院後６か月時点の退院率については 84 パーセント以上とし、入院後１年

時点の退院率については 90 パーセント以上とすることを基本。 

 

■蔵王町の目標設定と現状 

項目 目標 見込み 

保健・医療・福祉関係者による協議の場 
仙南圏域内に 

令和２年度までに設置 
設置済 

 

 

（３）地域生活支援拠点等の整備 

■国が示す基本的な考え方  

○各市町村又は各圏域に、少なくとも１つ設置する。 

○設置か所数と地域生活支援拠点が有する機能の充実に向けた検証及び検討を年１回

以上実施する。 

 

■蔵王町の目標設定と現状 

項目 目標 見込み 

地域生活支援拠点 
仙南圏域内に 

令和２年度までに設置 
設置済 
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（４）福祉施設から一般就労への移行等 

■国が示す基本的な考え方  

○福祉施設の利用者のうち、就労移行支援事業等を通じて、令和２年度中に一般就労

に移行する者の目標値を設定。平成 28 年度の一般就労への移行実績の 1.5 倍以上

とすることを基本。 

○就労移行支援事業の利用者数については、令和２年度末における利用者数が平成

28 年度末における利用者数の２割以上増加することを目指す。 

○就労移行支援事業所のうち、就労移行率が３割以上の事業所を全体の５割以上とする

ことを目指す。 

○就労定着支援事業による支援を開始した時点から１年後の職場定着率を８割以上とす

ることを基本。 
 

 

■蔵王町の目標設定と現状 

項目 人数 考え方 

【基準値】 

福祉施設から一般就労 

への移行者（Ａ） 

0 人 
平成 28 年度において福祉施設を退所

し、一般就労した者の数 

【基準値】 

就労移行支援事業の 

利用者数（Ｂ） 

1 人 平成 28 度末段階での利用者数 

 

項目 目標値 見込み 考え方 

【目標値】 

令和２年度の 

一般就労移行者数 

1 人 2 人 令和２年度において福祉施設を退所

し、一般就労する者の数 2 倍 2 倍 

【目標値】 

令和２年度末における 

就労移行支援利用者数 

2 人 2 人 令和２年度末段階での利用見込み数 

（増加割合） 100％ 100％ 

【目標値】 

就労定着支援事業によ

る支援開始１年後の職場

定着率 

50％ 0％ 令和元年度目標値 

【目標値】 

就労定着支援事業によ

る支援開始１年後の職場

定着率 

80％ 未定 令和２年度目標値 
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６－２．第１期障害児福祉計画の目標達成状況 

第１期障害児福祉計画で定めた数値目標の達成状況については以下の通りです。 

 

（１）障がい児支援の提供体制の整備等 

■国が示す基本的な考え方  

○令和２年度末までに、児童発達支援センターを各市町村に少なくとも１か所以上設置

することを基本。令和２年度末までに、すべての市町村において、保育所等訪問支援

を利用できる体制を構築することを基本。市町村単位での設置が困難な場合には、圏

域での設置であっても差し支えない。 

○令和２年度末までに、主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課

後等デイサービス事業所を各市町村に少なくとも１か所以上確保することを基本。市町

村単位での確保が困難な場合には、圏域での確保であっても差し支えない。 

○平成 30 年度末までに、各圏域及び各市町村において、保健、医療、障がい福祉、保

育、教育等の関係機関等が連携を図るための協議の場を設けることを基本。 
 

 

■蔵王町の目標設定と現状 

項目 目標 見込み 

児童発達支援センター 
仙南圏域で設置 

令和２年度末時点での設置目標数 1 
未設置 

保育所等訪問支援 

（利用可能事業所） 

仙南圏域で設置 

令和２年度末時点での整備目標数 1 
未整備 

重症心身障害児を支援する 

児童発達支援事業所 

仙南圏域で設置 

令和２年度末時点での整備目標数 1 
未整備 

重症心身障害児を支援する 

放課後等デイサービス事業所 

仙南圏域で設置 

令和２年度末時点での整備目標数 1 
未整備 

医療的ケア児支援のための 

関係機関の協議の場 

仙南圏域で設置 

平成 30 年度に設置予定 
設置済 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 計画の基本的考え方 
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１．基本理念 

 

 

 

 

本計画の最上位計画である「第五次蔵王町長期総合計画」は、基本理念として「郷土愛

の醸成」と「町民力の結集」、「結いの精神」、「助け合い」の４つ、まちの未来像として「ずっ

と愛にあふれるオンリーワンなまち・ざおう」を掲げており、町民みんなが活躍して地域を活

性化し、町への誇りと愛着を感じることができるまちづくりに取り組んでいます。加えて、「第

五次蔵王町長期総合計画」の「前期基本計画」では保健・医療・福祉分野の基本方針とし

て「健やかなまちづくり」を掲げ、健康づくりの推進や地域福祉の推進、高齢者等が安心し

て暮らせるまちづくり、地域医療の充実等を施策の柱として様々な施策を推進してきている

ところです。 

また、福祉分野の上位計画である「蔵王町地域福祉計画」では、「みんなで共に創る、い

きいきと安心して暮らせるまち」を基本理念として、子どもから高齢者まですべての町民がお

互いを支え合い、住み慣れた地域でいきいきと安心して暮らし続けられるまちを目指して地

域福祉の取組を推進しています。 

 

これらの考え方を踏まえ、前計画に引き続いて、障がいのある人も障がいのない人も同じ

ように普通の生活ができるノーマライゼーションの理念の実現（共生社会の実現）に努めると

ともに、障がいのある人を地域で包み込み、自分らしく生きることを支援する社会づくりを目

指していきます。そのため、基本理念についても前計画の基本理念「障がいのある人が 自

分らしく生活できる蔵王町」を引き継いでいきます。 

 

 

 

 

  

障がいのある人が 自分らしく生活できる蔵王町 
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２．基本的視点 

基本理念の実現に向けて、次の３つを基本的視点として、障がいのある人が社会の一員

として、住み慣れた地域で自立し、誇りをもって生きることができる町づくりに向けて施策を

推進します。 

 

基本的視点１ 社会の一員として生きることができるように 

障がいの有無、種別、程度に関係なく、同じ町民として当たり前のことは当たり前のことと

した生活ができる町にします。 

 

 

基本的視点２ 住み慣れた地域で自立して生きることができるように 

障がいの有無、種別、程度に関係なく、自分らしい生き方を自ら選択、又は家族等と選

択・決定して、家族や地域等に支えられながら、自立した生活ができる町にします。 

 

 

基本的視点３ 誇りをもって生きることができるように 

障がいの有無、種別、程度に関係なく、障がいのある人もその家族も、誇りをもって生活

することができる町にします。 
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３．施策体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

障がいのある人が 自分らしく生活できる蔵王町 

１－２．医療体制の充実 

１－１．保健事業の充実 

１－３．生活支援の充実 

障
害
者
計
画 

１．地域生活を支える 

体制づくり 

（保健・医療、 

生活支援） 

２－２．就労支援体制の強化 

２－１．  

２－３．様々な活動への参加促進 

２．生きがいがもてる 

地域社会づくり 

（雇用・就労、 

社会参加） 

３－２．ボランティア活動の推進 

３－１．障がいのある人への理解促進 

３－３．地域ぐるみの支援体制の整備 

３．共に生きる 

地域社会づくり 

（交流、差別の解消、 

権利擁護の推進） 

４－２．住まいの整備 

４－１．人にやさしいまちづくりの推進 

４－３．地域防災・安全対策の推進 

４．安心・安全な 

環境づくり 

１－２．  

１－１．福祉施設の入所者の地域生活への移行 

１－３．地域生活支援拠点等が有する機能の充実 

障
害
福
祉
計
画 

１．令和５年度末 

における成果目標 

１－５．相談支援体制の充実・強化等 

１－４．福祉施設から一般就労への移行等 

１－６．  

２－２．訪問系サービス 

２－１．障害福祉サービス等の体制強化 

２－３．日中活動系サービス 

２．障害福祉サービス 

の充実 
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２－５．指定相談支援サービス 

２－４．居住系サービス 

２－６．その他の障害福祉サービス 

障
害
福
祉
計
画
（
続
き
） 

２．障害福祉サービス 

の充実（続き） 

３－２．自立支援協議会事業 

３－１．障害者相談支援事業 

３－３．成年後見制度利用支援事業 

３．地域生活支援事業 

の充実 

３－５．理解促進研修・啓発事業 

３―４．成年後見制度法人後見支援事業 

３－６．自発的活動支援事業 

３－８．日常生活用具給付等事業 

３－７．意思疎通支援事業 

３－９．手話奉仕員等養成研修事業 

３－11．地域活動支援センター事業 

３－10．移動支援事業 

３－12．日中一時支援事業 

３－13．訪問入浴サービス事業 

３－14．  

１－１．障がい児支援の提供体制の整備等 

障
害
児
福
祉
計
画 

１．令和５年度末 

における成果目標 

２－２．乳幼児健康診査・相談の充実 

２－１．妊婦健康診査の充実 

２－３．早期療育指導の充実 

２．障がい児の 

保健・相談の充実 

３－２．子ども・子育て支援等における体制整備 

３－１．障がい児福祉サービスの充実 

３－３．障がい児の教育の充実 

３．障がい児保育・ 

教育の充実 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 障害者計画 
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１．地域生活を支える体制づくり（保健・医療、生活支援） 

１－１．保健事業の充実 

（１）健康教育の推進 

身体障がいの原因となる生活習慣病について、予防の重要性、生活習慣改善方法等正

しい知識の普及・啓発に努めます。生活習慣病の予防を目的とした「健康づくりセミナー」、

特定健康診査の結果で指導が必要となった人の重度化予防のため、運動習慣が定着する

ことを目的とした「ザ・王様の体育の時間（ウォーキングセミナー）」等の事業を行い、規則正

しい生活習慣と食生活の啓発に取り組みます。 

また、精神疾患の原因となるメンタルヘルスの不調について、正しい知識の普及・啓発に

努めます。ストレスや不安の解消等について「こころの健康づくり講演会」を実施します。自

死予防を目的とし、地域で悩んでいる人に気付き、声掛けや見守りを行うゲートキーパーを

養成する研修会を今後も継続して行っていくとともに、町内小中学校において自死予防対

策事業を実施し援助希求力の向上を目指します。 

 

 

（２）健康相談の充実 

精神保健福祉相談（こころの相談）やもの忘れ相談を実施し、精神疾患や認知症の早期

発見・悪化防止と社会復帰に向けた生活支援等に努めます。 

身近な相談窓口として、住民への更なる周知を実施していきます。 

 

 

（３）特定健康診査・保健指導の実施 

「特定健康診査等実施計画」に基づき特定健康診査・保健指導を実施し、生活習慣病の

予防、早期発見、早期治療、重症化予防に取り組みます。 

特定健康診査及び保健指導を受診しやすいよう、開催場所や時間の設定を検討する等、

今後も受診率の向上を図ります。 
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１－２．医療体制の充実 

（１）安心できる医療体制の確立 

障がいのある人や家族と、主治医との信頼関係が築かれ、外来受診が困難な場合には、

往診や訪問看護サービスが提供されている状況です。障がいのある人の緊急時の入院受

入について、関係医療機関に協力を要請し、受入体制の拡充を図ります。 

歯科医師会と連携し、歯科へ通院が困難な障がいのある人への診療支援として訪問口

腔ケアの実施に努めます。 

 

 

（２）リハビリテーション体制の整備 

医療機関等と連携しながら、医学的なリハビリテーション基盤の確保に努めます。宮城県

仙南保健福祉事務所、宮城県リハビリテーション支援センター等と連携しながら、自宅でで

きるリハビリテーションの教室や相談等を行います。 

病院受診、訪問看護や通所支援等、その障がい者の身体及び生活状況に合わせてリハ

ビリテーションが行えるように支援します。 

 

 

（３）心身障害者医療費の助成 

重度の心身障がい者の適正な医療機会の確保及び心身障がい者の経済的負担の軽減

を図るため、心身障がい者の医療費の一部を助成します。該当者については、手帳交付時

に助成の申請ができるよう支援していきます。 

 

 

（４）難病患者への支援 

難病患者とその家族の療養上の不安や介護の負担を軽減する等、適切な在宅支援を行

うため、保健・医療・福祉が連携した地域ケア体制の充実に努めます。障害福祉サービスや

地域生活支援事業の制度の周知を行い、在宅生活を支援していきます。また、特定医療

費（指定難病）受給者については、宮城県仙南保健福祉事務所での申請になるため、窓口

において周知を行い、円滑な手続きにつながるよう配慮します。 

 

 

（５）依存症対策の推進 

アルコール、薬物及びギャンブル等の依存症対策としては、依存症に対する誤解及び偏

見解消に向けた関係職員等への普及啓発や、相談機関及び医療機関の周知と整備、自

助グループ等の当事者団体を活用した回復支援等に取り組み、地域の様々な関係機関等

と連携して、依存症の人とその家族に対して支援を行います。 
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１－３．生活支援の充実 

（１）障がい者（児）福祉サービスの充実 

共生社会の実現に向けて、障がいのある人の自己決定を尊重し、その意思決定の支援

に配慮するとともに、必要とされる障害福祉サービスやその他の支援により、障がいのある

人の自立と社会参加の実現を図れるよう、障がい者（児）福祉サービスの充実に努めます。

具体的な取組としては以下の通りです。 

在宅で生活ができるようにヘルパーが訪問する居宅介護サービスや、通所により日中の

介護を行う生活介護サービスを提供します。また、一般企業等での就労が困難な場合には、

就労移行支援や就労定着支援事業、就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）を利用し、日中活動の充

実と経済的安定を図ります。 

さらに、自宅での生活が一時的又は長期的に困難な場合には、短期入所、施設入所、

グループホームの利用により、安全・安心な生活が過ごせるように支援します。加えて、強

度行動障害や高次脳機能障害の人へ適切な支援ができるよう、人材育成等を通じた支援

体制の整備に努めます。 

年々増加する利用の状況を見極めながら、地域の社会資源を最大限に活用しつつ、必

要なサービス提供体制の強化を図ります。 

障がい児に関しては、ライフステージに沿って切れ目のない一貫した支援が提供できる

体制構築に向けて、地域の保健、医療、障がい福祉、保育、教育、就労支援等の関係機

関の連携強化に努めます。また、放課後等デイサービスや児童発達支援、預かりの場等、

その発達状況に応じて早期に教育・療養・リハビリテーションが行えるように保健師、教育関

係者、サービス事業所等と連携して支援していきます。 

国の指針を考慮しつつ、地域の実情に合ったより良い障がい者（児）福祉サービスを目

指します。 

 

（２）地域生活支援事業の充実 

障がいのある人が地域で生活できるよう、障がいについて理解を深める研修会の実施や、

日常生活に必要な用具の給付及び手話通訳者の派遣等を行います。移動支援事業、日

中一時支援事業や訪問入浴サービス事業等については、利用者の状況に応じて、実施し

ている事業所との調整を行います。 
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２．生きがいがもてる地域社会づくり（雇用・就労、社会参加） 

２－１．障がいのある人の雇用の拡大に向けた普及・啓発 

（１）法定雇用率の達成 

障害者雇用率制度や助成金措置等の各種制度を周知し、法定雇用率未達成企業の解

消を図ります。 

本町においても国の定める法定雇用率の遵守に努めるとともに、障がいのある人の職員

の雇用について検討します。 

 

 

（２）各種制度等の普及・啓発 

毎年９月の「障害者雇用支援月間」を中心に、障がいのある人の雇用の促進を図るため

の啓発活動を行います。 

障がいのある人が一定期間、事業経営者のもとで生活し、職業訓練を受けて一般雇用を

目指す職親制度の周知と普及に努めます。 

なお、大河原公共職業安定所白石出張所（以下、「ハローワーク白石」とする。）において、

企業や事業主に対して、特例子会社制度（企業が障がい者雇用に特別に配慮した子会社

を設立し、雇用率制度を適用する制度）や各種助成制度の周知及び活用の促進を図りま

す。 

 

 

２－２．就労支援体制の強化 

（１）相談・助言体制の充実 

ハローワーク白石や県南障害者就業・生活支援センター（以下、「コノコノ」とする。）と連

携し、就労支援から就労後のフォローまで一貫した相談・助言体制の充実を図ります。 

また、地域の実情として、就労しても長続きせず、転職を繰り返してしまう方が散見される

ため、本人の特性にあった就労となるよう継続的な支援を行います。 

 

 

（２）関係機関等との連携による就労支援の充実 

ハローワーク白石やコノコノと連携し、障がいのある人の雇用について事業主に働きかけ、

就労の促進を図ります。トライアル雇用事業等を活用し、障がいのある人を一定期間、試行

的に雇用する機会を提供して本格的な雇用に取り組むきっかけづくりを推進します。 

自立支援協議会の労働部会を中心として、障がい者雇用に関するセミナーを定期的に

開催し、障がいのある人の就労を支援していきます。 
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（３）障害者優先調達推進法の活用 

「国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律」（略称「障

害者優先調達推進法」）の制定趣旨を踏まえ、町が策定した調達方針に基づき、障害者就

労施設等で製造される物品等の優先的・積極的に購入等の推進により、就労する障がいの

ある人の経済的自立支援の促進を図ります（町内の就労継続支援Ｂ型事業所の製品を活

用しています）。 

 

 

２－３．様々な活動への参加促進 

特別支援学校等を卒業した後、学びや交流の場がなくなることに不安を抱えている人も

多いことから、「特別支援教育の生涯学習化」に努めます。 

 

（１）スポーツ・レクリエーション活動の推進 

宮城県・仙台市障害者スポーツ大会その他の各種スポーツ大会への障がいのある人の

参加を促進します。 

スポーツ指導員研修会へ関係者を派遣し、障がいのある人を対象としたスポーツ指導員

の育成に努めます。 

 

 

（２）文化・芸術活動の推進 

障がい者の日々の生活を彩り豊かなものとするためには、障がい者の文化・芸術活動の

振興を図る等、障がい者等の社会参加や障がい者等に対する理解を促進していくことが重

要です。このため、障がい者の文化・芸術活動の相談支援や人材育成、発表の機会、住民

の参加機会の確保等、様々な文化・芸術活動や学習活動の取組を支援します。 

手話通訳や要約筆記等のボランティアを派遣し、講演会や学習活動等に障がいのある

人が参加しやすい環境づくりに努めます。 

 

 

（３）公共施設の利用促進 

文化、スポーツ、観光施設について、障がいのある人や障害者スポーツ団体の施設利用

への積極的支援を行います。 
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３．共に生きる地域社会づくり（交流、差別の解消、権利擁護の推進） 

３－１．障がいのある人への理解促進 

（１）イベント等を通じた取組の推進 

啓発に関するチラシ等を作成するとともに、「障がい者週間」を中心とした理解・啓発活動

を推進します。 

地域の人々が障がいのある人への正しい理解と認識を深めることを目的に、多様な町民

が参加・交流できるイベントを実施・支援します。 

 
 

（２）小中学校における福祉教育の推進 

児童が社会福祉に対する理解と関心を深められるよう、教育委員会と連携し学校教育全

体を通じて福祉教育の推進を図ります。 

特別支援学級の児童との交流、町内の障害福祉サービス事業所や特別支援学校との交

流事業を推進します。 

 
 

（３）障がいを理由とする差別の解消 

「障害者差別解消法」に定められているように、障がいのある人が障がいを理由として差

別を受けたり（不当な差別的な取扱い）、障がいへの配慮がないために暮らしにくさを感じ

たり（合理的配慮の不提供）することがないよう、差別解消に向けて取り組みます。 

「障がいを理由とする差別の解消の推進に関する蔵王町職員対応要領」に基づき、プラ

イバシーに十分配慮しつつ障がいの状況等を確認しながら障がい者の権利利益の尊重に

努めます。 

また、仙南地域自立支援協議会において、障害者差別解消地域支援会議を設置し、差

別に関する相談や協議を行うとともに、状況によっては成年後見制度を活用し、障がい者

の権利擁護を強力に推進していきます。 

 
 

（４）障がい者等に対する虐待の防止 

「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律」（以下、「障害者

虐待防止法」という。）に基づき、障がいのある人の権利や尊厳がおびやかされることを防ぐ

ため、障害者虐待防止法の周知・啓発活動を行い、虐待の未然防止や早期発見に努めま

す。 

虐待事案として対応が必要な場合には、障がい者の保護及び養護者の支援の充実のた

め、虐待防止センターや宮城県仙南保健福祉事務所、警察、ハローワーク、障害者支援施

設、障害福祉サービス事業所、地域の民生委員、住民等による支援体制の整備を図って

いきます。成年後見制度の活用についても、その必要性を検討していきます。  
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３－２．ボランティア活動の推進 

（１）ボランティア養成講座の充実 

訪問活動、相談、付き添い、点訳、手話、要約筆記等のボランティア養成講座の充実に

向け、引き続き支援を行います。 

仙南地域２市７町合同で、「入門課程」「基礎課程」「フォローアップ研修」の段階的な技

術取得を目指した、手話奉仕員養成研修を継続実施します。 

 

 

（２）ＮＰＯ・ボランティア団体等の支援 

ＮＰＯ・ボランティア活動をより活性化するため、活動の場の提供や助成制度、ボランティ

アに関する講座等の情報提供等により活動を支援します。 

ボランティア団体やボランティアをしたい人と、支援を必要とする障がいのある人等を結

びつけるコーディネート機能の充実を図ります。 

 

 

３－３．地域ぐるみの支援体制の整備 

（１）地域福祉の推進 

住民の参加と協働により福祉に関する施策を総合的、計画的に推進するため、平成 30

年度に地域福祉計画を策定しました。今後も引き続き、地域福祉計画に基づいて、地域の

多様な主体との協働による地域福祉を推進していきます。 

 

 

（２）身体・知的障害者相談員の設置 

障がいのある人やその家族が、地域において身近に相談ができる身体障害者相談員２

名、知的障害者相談員１名を継続して設置します。 

今後、定期的な相談会等、相談員の活動を検討していきます。 

 

 

（３）各団体間のネットワークの整備 

地域で活動している福祉団体へ、交流の場（集いの場や情報交換の場等）の確保に努

めるとともに、福祉団体等の活動や広報等の情報提供等を積極的に支援し情報の共有化

を図り、各団体間のネットワーク化を促します。 

障がいのある人が住み慣れた地域で安心して生活していけるよう、地域で障がいのある

人を見守り、支援を行う体制の在り方について検討します。 
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（４）当事者活動の育成・支援 

障がいのある人同士が、共に悩みを相談したり、様々な活動に取り組んだりすることがで

きるよう、当事者活動の育成・支援について検討します。 

 

 

（５）精神障害者交流サロン「ゆったりサロン」 

精神障がい者が自主活動を通じて社会的交流ができる場所をつくることで、自己尊重感

を高め、生活適応能力の回復及び促進を図るとともに、地域生活の充実及び自立を図るた

めの交流を行います。 
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４．安心・安全な環境づくり 

４－１．人にやさしいまちづくりの推進 

（１）公共施設等の整備・改善 

公共施設の身体障がい者用トイレやオストメイト用設備、手すり、スロープ等の設置・改善

に努めます。また、身体障がい者用駐車場の確保を推進します。 

 

 

（２）道路・交通安全施設の整備 

障がいのある人や高齢者等に配慮し、すべての町民が安心して使える交通安全施設の

整備、安全な道路交通環境を築くための道路改良工事、信号機の新設、道路照明灯等の

整備を推進します。 

 

 

（３）移動環境の整備 

身体障害者手帳又は療育手帳を所持する人を対象に、タクシー料金の割引、ＪＲ等運賃

の割引、路線バス運賃の割引、高速道路割引等の制度が活用できるように周知します。 

また、町独自事業として、精神障害者保健福祉手帳を所持する人に対するタクシー利用

料の助成のほか、人工透析のために頻繁に病院を受診する障がいのある人への通院交通

費助成を継続して行います。 

 

 

４－２．住まいの整備 

（１）公営住宅のバリアフリー化 

高齢者や障がいのある人の入居に配慮し、公営住宅の建設に際しては、バリアフリー設

計を進め、生活しやすい環境へ改善を図っていきます。 

 

 

（２）住宅改修の支援 

下肢及び体幹機能に重度の障がいのある人が住宅改修を行う場合に、経済的負担を軽

減するための地域生活支援事業・日常生活用具給付事業の周知と利用促進を図ります。 
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（３）グループホーム等の確保 

障がいのある人の暮らしを支援するとともに、障害者支援施設を退所又は退院して地域

において生活できるように、十分なグループホーム等の確保に努めます。 

社会福祉法人等がグループホームを設置する際、障がいのある人の特性や個別支援の

重要性について理解を求めます。 

 

 

４－３．地域防災・安全対策の推進 

（１）防犯対策の充実 

警察と地域住民、ボランティア組織との連携により、犯罪抑止につながる地域環境の整

備を推進します。 

 

 

（２）防災意識の向上 

講習会や防災訓練を通じて、障がいのある人を含めた地域住民の防災意識の向上を図

ります。 

また、防災に関するパンフレットの作成・配布や避難誘導表示の設置を引き続き実施す

るとともに、障がいのある人にも配慮した防災教育の実施を検討します。 

 

 

（３）緊急時における避難支援体制の整備 

福祉に関するアンケートの結果において「災害時にひとりで避難できない」、「救助してく

れる人がいない」といった意見が少なからずあることから、自主防災組織の育成及び指導を

通じ、災害時における情報伝達や援助、避難誘導等について、自治会や町内会などと連

携し地域社会全体で要支援者を支援するための体制整備に努めます。 

個人情報の保護に留意し、災害時要支援者台帳を活用し、地区を担当する行政区長や

民生児童委員、警察署、消防署等と連携し、支援を行っていきます。緊急時や災害時に障

がいのある人が支援を求められるように、ヘルプマークや支援の必要な事項を明記したヘ

ルプカードの作成及び利用の普及・啓発を図ります。 

消防署と連携し、主に聴覚に障がいがある人を対象とした、災害情報の伝達のための体

制の整備を推進します。 

また、大災害時にはストーマ装具の不足が想定されることから、宮城県ストーマケア災害

対策委員会が作成した災害対策マニュアルの配布を行い、災害時の対応を周知します。 

電気の必要な医療機器は、大規模停電の際に使えなくなることが想定されます。病状に

影響するので、主治医及び総合病院と災害時の連携を検討するとともに、在宅酸素利用者

等にあっては個別の避難支援計画策定を検討します。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５章 障害福祉計画 
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１．令和５年度末における成果目標 

１－１．福祉施設の入所者の地域生活への移行 

■国が示す基本的な考え方  

○令和元年度末時点の施設入所者数の６％以上が地域生活へ移行することを基本とす

る。 

○令和５年度末の施設入所者数を令和元年度末時点の施設入所者数から 1.6％以上削

減することを基本とする。 

※令和２年度末において、令和２年度までの数値目標が達成されないと見込まれる場合

は未達成割合を加える。 

 

■蔵王町の目標設定 

項目 人数 考え方 

【基準値】 

入所者数（Ａ） 
17 人 令和元年度末時点入所者数 

 

項目 目標値 考え方 

【目標値】 

地域生活移行者数（Ｂ） 

1 人 
入所施設からグループホーム等への

地域移行見込み者数 

5.9％ 移行割合（Ｂ/Ａ） 

【目標値】 

施設入所者数の削減数 

（Ｃ） 

1 人 
令和５年度末段階での削減見込み者

数 

5.9％ 削減割合（Ｃ/Ａ） 

 

 

１－２．精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

■国が示す基本的な考え方  

○令和５年度末における精神障がい者の精神病床からの退院後１年以内の地域におけ

る生活日数の平均を 316 日以上とすることを基本とする。 

○国が設定する式により算定した令和５年度末の精神病床における 65 歳以上の１年以

上長期入院患者数及び精神病床における 65 歳未満の１年以上長期入院患者数を目

標値として設定する。 

○精神病床について、令和５年度における入院後３か月時点の退院率については 69％

以上とし、入院後６か月時点の退院率については 86％以上とし、入院後１年時点の退

院率については 92％以上とすることを基本とする。 

※上記の成果目標は、都道府県のみが対象  
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１－３．地域生活支援拠点等が有する機能の充実 

■国が示す基本的な考え方  

○令和５年度末までに各市町村又は各圏域に１つ以上の地域生活支援拠点等を確保し

つつ、その機能の充実のため、年１回以上運用状況を検証及び検討することを基本と

する。 

 

■蔵王町の目標設定 

項目 目標値 考え方 

【目標値】 

地域生活支援拠点等の 

設置数 

１か所 
令和５年度末時点の地域生活支援拠

点等の設置数 

【目標値】 

地域生活支援拠点等の 

運用状況の検証・検討 

年１回以上 
令和５年度末時点の地域生活支援拠

点等の運用状況の検証・検討の回数 

 

 

１－４．福祉施設から一般就労への移行等 

■国が示す基本的な考え方  

○福祉施設の利用者のうち、就労移行支援事業等を通じて、令和５年度中に一般就労

に移行する者の目標値を設定する。目標値は、令和元年度の一般就労への移行実績

の 1.27 倍以上とすることを基本とする。 

○就労移行支援事業、就労継続支援Ａ型事業及び就労継続支援Ｂ型事業について、一

般就労に移行する者の目標値を設定する。目標値は、令和元年度の一般就労への移

行実績に対して、就労移行支援事業は 1.30 倍以上とすることを基本とし、就労継続支

援Ａ型事業は 1.26 倍以上、就労継続支援Ｂ型事業は 1.23 倍以上を目指すこととする。 

○令和５年度における就労移行支援事業等を通じて一般就労に移行する者のうち、７割

が就労定着支援事業を利用することを基本とする。 

○就労定着支援事業所のうち、就労定着率が８割以上の事業所を全体の７割以上とする

ことを基本とする。 

※令和２年度末において、令和２年度までの数値目標が達成されないと見込まれる場合

は未達成割合を加える。 
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■蔵王町の目標設定 

項目 人数 考え方 

【基準値】 

一般就労への移行者数 

（Ａ） 

2 人 
令和元年度に福祉施設を退所し、 

一般就労した者の総数 

【基準値】 

就労移行支援事業の 

利用者（Ｂ） 

2 人 
令和元年度に一般就労した者のうち、

就労移行支援事業を利用した者の数 

【基準値】 

就労継続支援Ａ型事業 

の利用者（Ｃ） 

0 人 

令和元年度に一般就労した者のうち、

就労継続支援Ａ型事業を利用した者

の数 

【基準値】 

就労継続支援Ｂ型事業 

の利用者（Ｄ） 

0 人 

令和元年度に一般就労した者のうち、

就労継続支援Ｂ型事業を利用した者

の数 
 

項目 目標値 考え方 

【目標値】 

一般就労への移行者数 

3 人 令和５年度末時点の一般就労への移

行者数（令和元年度の移行実績の

1.27 倍以上（Ａ×1.27 以上）） 
1.5 倍 

【目標値】 

就労移行支援事業の 

一般就労への移行者数 

3 人 令和５年度末時点の一般就労への移

行者数（令和元年度の移行実績の

1.30 倍以上（Ｂ×1.30 以上）） 1.5 倍 

【目標値】 

就労継続支援Ａ型事業の

一般就労への移行者数 

1 人 令和５年度末時点の一般就労への移

行者数（令和元年度の移行実績の

1.26 倍以上（Ｃ×1.26 以上）） －倍 

【目標値】 

就労継続支援Ｂ型事業の

一般就労への移行者数 

1 人 令和５年度末時点の一般就労への移

行者数（令和元年度の移行実績の

1.23 倍以上（Ｄ×1.23 以上）） －倍 

【目標値】 

一般就労に移行する者の

うち就労定着支援事業の

利用者 

3 人 就労移行支援事業等を通じて一般就

労に移行する者のうち、７割が就労定

着支援事業を利用する（令和５年度） 100％ 

【目標値】 

就労定着率８割以上の 

事業所の割合 

70％ 

就労定着支援事業所のうち、就労定

着率が８割以上の事業所を全体の７

割以上とする（令和５年度） 

※「【基準値】就労継続支援Ａ型事業の利用者（Ｃ）」及び「【基準値】就労継続支援Ｂ型事業の利用者（Ｄ）」が

０人であるため、倍率が算出できない項目があります 
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１－５．相談支援体制の充実・強化等 

■国が示す基本的な考え方  

○令和５年度末までに、各市町村又は各圏域において総合的・専門的な相談支援の実

施及び地域の相談支援体制の強化を実施する体制を確保することを基本とする。 

 

 

１－６．障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 

■国が示す基本的な考え方  

○令和５年度末までに、障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に関する事項

を実施する体制を構築することを基本とする。 
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２．障害福祉サービスの充実 

２－１．障害福祉サービス等の体制強化 

（１）精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築を推進するため、保健、医療及び

福祉関係者による協議の場を通じた重層的な連携による支援体制の構築に努めるとともに、

精神障がいのある人の地域生活への移行と移行後の支援の充実に努めます。 

 

■計画期間中の見込み量 

 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

保健、医療及び福祉 

関係者による協議の場 

開催回数 回 1 1 1 

参加者数 人 10 10 10 

評価の実施 回 1 1 1 

精神障がい者の地域移行支援 人 1 1 1 

精神障がい者の地域定着支援 人 1 1 1 

精神障がい者の共同生活援助 人 7 8 8 

精神障がい者の自立生活援助 人 1 1 1 

 

 

（２）相談支援体制の充実・強化等 

障がいの種別等に関わらず、多様なニーズに対応できる総合的・専門的な相談支援の

実施体制の構築に努めるとともに、地域の相談支援体制の強化として、相談支援業者への

指導や助言、人材育成支援、連携の強化等に取り組みます。 

また、地域生活支援拠点を整備し、障がい者の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据えた

居住支援の機能をもつ場所や体制を整え、相談、緊急時の受入れ・対応、体験の機会・場、

専門的人材の確保・養成を推進し、障がい者の生活を支えるサービス提供体制の構築を

目指します。 
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■計画期間中の見込み量 

 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

総合的・専門的な相談支援 実施の有無 1 1 1 

相談支援事業者に対する 

訪問等による専門的な指導・助言 
件 1 1 1 

相談支援事業者の人材育成の支援 件 1 1 1 

相談機関との連携強化の取組の実施 回 1 1 1 

地域生活支援拠点の利用 回 5 6 7 

 

 

（３）障害福祉サービス等の質の向上を図るための取組に係る体制の構築 

障がいのある人やその家族等が必要とする障害福祉サービスを適切に提供するために

は、障害者総合支援法等の具体的内容の理解や障害福祉サービスの提供・利用状況等

の把握に努めることが求められるため、町職員の研修参加を促進し、資質の向上を図りま

す。 

また、障害者自立支援審査支払等システム等による審査結果について分析し、事業所

や関係自治体等と共有することで、障害福祉サービスの質の向上に努めます。 

 

■計画期間中の見込み量 

 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

障害福祉サービス等に係る研修等 

への町職員の参加者 
人 2 2 2 

障害者自立支援審査支払等 

システム等による審査結果の共有 

体制の有無 無 無 有 

回 0 0 1 

 

 

（４）多様な就労支援の展開 

障がいのある人への就労支援として、大学等に在学中の学生を対象とした専門的な就

労支援の早期利用や、高齢者の多様なニーズに対応するため就労継続支援Ｂ型事業によ

る支援及び適切なサービス等へつなぐ体制の構築、就労継続支援事業等における農福連

携の取組等について、検討を進めていきます。 
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２－２．訪問系サービス 

（１）居宅介護（ホームヘルプ） 

日常生活に支障のある身体・知的・精神の障がいのある人、障がいのある児童を対象に、

居宅において入浴、排せつ、食事の介護や家事支援等を行います。 

 

（２）重度訪問介護 

重度の肢体不自由者（身体）又は重度の知的障がい若しくは精神障がいで、常に介護を

必要とする人に、自宅で入浴、排せつ、食事の介護、外出時における移動支援等を総合的

に行います。 

 

（３）行動援護 

重度の知的・精神の障がいのある人、障がいのある児童が行動するときに、自傷、異食、

徘徊等による危険を回避するために外出支援等を行います。サービス提供のできる事業所

を確保の上で、対象者へサービスを紹介します。 

 

 

（４）同行援護 

移動に著しい困難のある視覚障がいのある人を対象に、外出時における移動の援護や、

移動に必要な情報提供を行います。サービス提供のできる事業所を確保の上で、対象者

へサービスを紹介します。 

 

（５）重度障害者等包括支援 

介護の必要性が高い人を対象に、事業者が「サービス等利用計画」に基づいて、居宅介

護（ホームヘルプ）等の複数のサービスを包括的に提供します。 

 

■計画期間中の見込み量 

 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

居宅介護、 

重度訪問介護、 

行動援護、同行援護、 

重度障害者等包括支援 

利用者数 人／月 7 8 9 

利用時間 時間／年 760 830 890 
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２－３．日中活動系サービス 

（１）生活介護 

常に介護を必要とする人に、障害者支援施設等で、入浴、排せつ、食事の介護や創作

的活動、生産活動の機会提供を行います。 

 

■計画期間中の見込み量 

 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

生活介護 
利用者数 人／月 30 30 30 

利用日数 人日／月 680 680 680 

 

（２）自立訓練（機能訓練・生活訓練） 

自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、身体機能の向上に必要なリハ

ビリテーションや生活能力の向上のために必要な訓練を行います。 

町内の生活訓練事業所への紹介も含め、必要なサービスが利用できるように支援します。 

 

■計画期間中の見込み量 

 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

自立訓練（機能訓練） 
利用者数 人／月 0 0 1 

利用日数 人日／月 0 0 20 

自立訓練（生活訓練） 
利用者数 人／月 1 2 2 

利用日数 人日／月 20 40 40 

 

 

（３）就労移行支援 

一般企業等への就労を希望する人に、一定期間、就労や生活の自立のために必要な訓

練を行います。職場実習や職場探し等の支援を行います。 

一般就労を目標としている障がいのある人に対して、サービス利用を広く周知していきま

す。 

 

■計画期間中の見込み量 

 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

就労移行支援 
利用者数 人／月 1 1 1 

利用日数 人日／月 10 10 10 
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（４）就労継続支援（Ａ型・Ｂ型） 

一般企業等での就労が困難な人に、働く場を提供するとともに、知識及び能力の向上の

ために必要な訓練を行います。 

就労継続支援事業所では、自分のペースに合わせて仕事ができるよう支援するので、今

後も利用者が増えることが予想されます。それぞれの障がいに合った仕事ができるよう、相

談支援事業所や就労支援事業所と連携しながら支援していきます。 

 

①Ａ型（雇用型） 

利用者と事業者が雇用関係を結び一定の賃金水準（宮城県の最低賃金）のもとで、生産

活動その他の活動の機会を通じて、知識や能力の向上のために必要な訓練を行います。 

 

②Ｂ型（非雇用型） 

能力に合わせた仕事内容と支援のもとでの継続した就労の機会を提供します。 

 

■計画期間中の見込み量 

 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

就労継続支援（Ａ型） 
利用者数 人／月 3 3 3 

利用日数 人日／月 65 65 65 

就労継続支援（Ｂ型） 
利用者数 人／月 38 39 40 

利用日数 人日／月 686 700 710 

 

 

（５）就労定着支援 

就労移行支援の利用を経て一般就労へ移行した人を対象に、企業・自宅等への訪問等

により、生活リズム、家計や体調の管理等に関する課題解決に向けて、必要な連絡調整や

指導・助言等の支援を行います。 

 

■計画期間中の見込み量 

 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

就労定着支援 利用者数 人／月 3 4 4 
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（６）療養介護 

医療を要する障がいにより常時介護を必要とする人に、医療機関において機能訓練、療

養上の管理、看護、介護及び日常生活の世話を行います。 

 

■計画期間中の見込み量 

 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

療養介護 利用者数 人／月 1 1 1 

 

 

（７）短期入所（ショートステイ） 

自宅で介護している人が病気等の理由で、一時的に介護できない場合に、短期間、夜

間も含め、施設で入浴、排せつ、食事の介護等を行います。 

緊急時にショートステイが利用できるように、地域生活支援拠点事業を活用しながら見学

や体験を勧めていきます。医療的ケアが必要な障がい者（児）の利用できる事業所の確保

に努めていきます。 

 

■計画期間中の見込み量 

 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

短期入所（福祉型） 
利用者数 人／月 2 3 4 

利用日数 人日／月 10 15 20 

 

 

２－４．居住系サービス 

（１）自立生活援助 

障害者支援施設やグループホーム等を利用していた障がい者で一人暮らしを希望する

人を対象に、定期的に利用者の居宅を訪問し、日常生活の課題、公共料金や家賃の滞納、

体調の変化等について確認を行い、必要な助言や医療機関等との連絡調整を行います。 

 

■計画期間中の見込み量 

 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

自立生活援助 利用者数 人／月 1 1 1 
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（２）共同生活援助（グループホーム） 

身体・知的・精神の障がいのある人を対象に、夜間や休日、共同生活を行う住居で、相

談や日常生活上の援助を行います。 

地域での自立生活を希望する対象者に対して、一定期間の体験型グループホームの利

用を通して、自立生活への支援を行います。 

親亡き後に独居が困難な障がいのある人の支援としてグループホームの確保や、重度

化・高齢化した場合でも地域生活の継続や施設からの移行促進につなげられる常時の支

援体制の確保等が必要となることから、近隣市町と連携した地域生活支援拠点等の機能の

充実について検討していきます。 

 

■計画期間中の見込み量 

 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

共同生活援助 利用者数 人／月 24 25 25 

地域生活支援拠点等 
設置数 か所 1 1 1 

検討の回数 回 3 3 3 

 

 

（３）施設入所支援 

夜間に介護を必要とする身体・知的・精神の障がいのある人を対象に、障害者支援施設

において夜間における居住の場を提供します。 

入所支援が必要と思われる障がい者に対して、障がい特性に合う施設に入所できるよう、

見学や体験利用（短期入所）から支援していきます。 

 

■計画期間中の見込み量 

 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

施設入所支援 利用者数 人／月 17 16 16 
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２－５．指定相談支援サービス 

（１）計画相談支援（サービス等利用計画作成） 

必要な障害福祉サービスを利用することができるように生活実態を明らかにし、利用計画

を作成し、サービス事業所との連絡や調整を行います。また、現在障害福祉サービスを利

用されている人のモニタリングを定期的に行い、適正なサービス利用を図ります。 

特定相談支援事業所の役割の明確化を図り、サービスがスムーズに利用できるようなモ

ニタリングの実施を働きかけます。 

 

■計画期間中の見込み量 

 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画相談支援 利用者数 人 19 19 19 

 

 

（２）地域移行支援 

施設や病院に長期入所等をしている人が、地域生活に移行できるよう住居の確保や障

害福祉サービス事業所の見学やグループホームの体験ステイを行い、安定した生活ができ

るように支援を行います。 

仙南地域においても、グループホーム等地域で生活できる体制を構築できるように検討

します。 

 

■計画期間中の見込み量 

 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

地域移行支援 利用者数 人 0 0 1 

 

 

（３）地域定着支援 

施設や病院に長期入所等をしていた人が、地域生活に移行後、安心して地域生活を継

続できるよう連絡、相談等の支援を行います。 

 

■計画期間中の見込み量 

 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

地域定着支援 利用者数 人 0 0 1 

 

  



 

69 

 

２－６．その他の障害福祉サービス 

（１）補装具費の支給 

身体機能を補い、就労や日常生活の能率向上を図ることを目的に継続して使用される

補装具（義肢、装具、車いす等）の購入費や修理費についての給付を行います。 

宮城県リハビリテーション支援センターや補装具業者と連携しながら、必要とされる障が

い者・児への支給を行います。 

 

 

（２）自立支援医療 

身体に障がいのある人の更生のための医療（更生医療）、精神に障がいのある人の通院

医療（精神障害者通院医療）の医療費の給付を宮城県リハビリテーション支援センターや

宮城県精神保健福祉センターと連携して行います。 

精神障害者通院医療受給者は年々増加しています。必要な人への制度利用の支援を

行います。 

 

 

（３）療養介護医療 

医療を必要とし、常時介護を必要とする身体の障がいのある人に、医療施設において療

養介護医療の提供を行います。 
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３．地域生活支援事業の充実 

３－１．障害者相談支援事業 

障がいのある人やその保護者等の相談に応じ、必要な情報等を提供することや権利擁

護のために必要な援助を行い、障がいのある人が自立した日常生活や社会生活を営むこ

とができるよう支援します。 

基幹相談支援センターとの連携を図り、困難事例や緊急対応、虐待の防止や差別解消、

住宅入居等の支援を行う等、事業の充実に努めていきます。 

 

■計画期間中の実施方針 

 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

障害者相談支援事業 か所 1 1 1 

基幹相談支援センターの設置 か所 1 1 1 

基幹相談支援センター等機能強化事業 実施の有無 有 有 有 

住宅入居等支援事業 実施の有無 無 無 有 

 

 

３－２．自立支援協議会事業 

仙南広域圏で設置している自立支援協議会において、相談事業の評価や困難事例へ

の対応等に係る協議・調整を行います。 

くらし支援部会においては、地域生活支援拠点整備事業の促進、生活支援や権利擁護

について研修会等を開催します。労働部会では、障がいのある人の就労支援に関して、一

般企業への障がい者雇用推進や就労系サービスの充実等を検討します。相談支援部会で

は、障害福祉サービスの適正な利用のため、事例検討や情報交換、研修等を行います。こ

ども支援部会では児童発達支援センターの設置等、児童療育支援体制の整備について検

討します。 

 

■計画期間中の実施方針 

 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

自立支援協議会事業 か所 1 1 1 
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３－３．成年後見制度利用支援事業 

成年後見制度の利用が必要な知的・精神の障がいのある人に対して、申立等に関する

支援を行い、権利擁護を図ります。また、金銭管理が難しい障がいのある人に、日常生活

自立支援事業（まもりーぶ）や財産管理サポート等の制度の周知や利用支援を行います。 

 

■計画期間中の見込み量 

 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

成年後見制度利用支援事業 利用者数 人／年 3 3 3 

 

 

３―４．成年後見制度法人後見支援事業 

成年後見制度における後見等を適切に行うことができる法人を確保できる体制の整備と

して、法人後見実施のための研修や法人後見を安定的に実施するための組織体制の構築

等を行います。市民後見人の活用も含めた法人後見の活動を支援することで、障がい者の

権利擁護を図ります。 

 

 

３－５．理解促進研修・啓発事業 

障がいのある人等への理解を深めるため、講演会の開催、障害福祉サービス事業所へ

の訪問、広報活動等を行います。小中学生等を対象とする研修会も検討します。 

 

■計画期間中の実施方針 

 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

研修会の実施 回／年 1 1 1 
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３－６．自発的活動支援事業 

障がいのある人やその家族が互いの悩みを共有し情報交換のできる交流活動や、災害

対策活動、見守り活動等への支援を行います。 

災害時の見守りや支援体制の整備を図る研修会の開催を検討します。 

 

■計画期間中の実施方針 

 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

研修会等の開催 回／年 1 1 1 

 

 

３－７．意思疎通支援事業 

聴覚、言語機能、音声機能その他の障がいのため、意思疎通を図ることに支障がある人

に、必要に応じて手話通訳者、要約筆記者の派遣やタブレット端末使用した遠隔手話等を

「宮城県聴覚障害者協会」と連携し行います。 

 

■計画期間中の実施方針 

 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

手話通訳者・要約筆記者 

派遣事業 

通訳者数 人 2 2 3 

派遣件数 件／年 80 84 88 
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３－８．日常生活用具給付等事業 

重度の身体・知的・精神の障がいのある人、障がいのある児童、難病患者等を対象に、

日常生活上の便宜を図るため、自立生活支援用具等を給付します。 

用具の種類や単価の見直しを行い、個々の障がい程度に合わせて必要な支援用具を

給付できるように検討します。 

 

■計画期間中の実施方針 

 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

介護・訓練支援用具 件／年 1 1 1 

自立生活支援用具 件／年 2 2 2 

在宅療養等支援用具 件／年 1 1 1 

情報・意思疎通支援用具 件／年 1 1 1 

排せつ管理支援用具 件／年 360 396 420 

住宅改修 件／年 1 1 1 

 

 

３－９．手話奉仕員等養成研修事業 

聴覚及び音声・言語機能に障がいのある人及び障がいのある児童のコミュニケーション

支援のための手話奉仕員等の養成研修を近隣市町と合同で行います。 

 

■計画期間中の実施方針 

 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

手話奉仕員等養成研修事業 修了者数 人／年 2 3 5 
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３－10．移動支援事業 

屋外での移動に困難がある身体・知的・精神の障がいのある人や障がいのある児童を対

象に、外出ヘルパーによる移動支援を「白石陽光園」「蔵王町社会福祉協議会」等と連携し

実施します。 

 

■計画期間中の見込み量 

 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

移動支援事業 
利用者数 人／月 5 6 6 

利用時間 時間／年 350 400 450 

 

 

３－11．地域活動支援センター事業 

地域活動支援センターの基本事業として、障がいのある人に対し、通所により創作的活

動や生産活動の機会を提供するほか、社会との交流の促進等により、福祉施設や関係機

関と連携し、障がいのある人への地域生活支援に努めます。 

利用者数が少なく地域活動支援センターに該当しないため、町が独自に社会参加促進

や居場所づくりを目的にした「ゆったりサロン」事業を充実させていきます。利用者が増加し

た場合には、地域活動支援センターとして運営します。 

 

■計画期間中の実施方針 

 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

地域活動支援センター 設置数 か所 0 0 1 

 

３－12．日中一時支援事業 

日中において介護者がいないため、一時的に見守り等の支援が必要な障がいのある人

や障がいのある児童を対象に、日中における活動の場を「地域生活援助センターポレポレ」

「あいのはな」「南桜」等と連携し、提供していきます。 

 

■計画期間中の見込み量 

 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

日中一時支援事業 
利用者数 人／月 7 7 8 

利用時間 時間／年 1,480 1,500 1,520 
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３－13．訪問入浴サービス事業 

生活介護等の障害福祉サービスを利用して入浴をすることが困難な重度の障がいのあ

る人や児童を対象に、自宅において訪問入浴サービスを行います。 

 

■計画期間中の見込み量 

 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

訪問入浴サービス事業 
利用者数 人／月 2 2 2 

利用時間 時間／月 20 20 20 

 

 

３－14．自動車運転免許証取得費・自動車改造費助成事業 

自動車運転免許証を取得する際にかかった費用や、身体に重度の障がいのある人が運

転する自動車の改造にかかる費用の一部を助成し、社会参加を促進します。 

広報等を通して、助成対象者への制度周知を行います。 
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１．令和５年度末における成果目標 

１－１．障がい児支援の提供体制の整備等 

■国が示す基本的な考え方  

○令和５年度末までに、児童発達支援センターを各市町村に少なくとも１か所以上設置

することを基本とする。市町村単独での設置が困難な場合には、圏域での設置であっ

ても差し支えない。 

○令和５年度末までに、すべての市町村において、保育所等訪問支援を利用できる体

制を構築することを基本とする。 

○令和５年度末までに、各都道府県において、児童発達支援センター、特別支援学校

（聴覚障がい）等の連携強化を図る等、難聴児支援のための中核的機能を有する体制

を確保することを基本とする。 

○令和５年度末までに、主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課

後等デイサービス事業所を各市町村に少なくとも１か所以上確保することを基本とする。

市町村単独での確保が困難な場合には、圏域での確保であっても差し支えない。 

○令和５年度末までに、各都道府県、各圏域及び各市町村において、保健、医療、障が

い福祉、保育、教育等の関係機関等が連携を図るための協議の場を設けるとともに、

医療的ケア児等に関するコーディネーターを配置することを基本とする。市町村単独

での設置が困難な場合には都道府県が関与した上での、圏域での設置であっても差

し支えない。 

 

■蔵王町の目標設定 

項目 目標値 

【目標値】 

児童発達支援センターの設置 
１か所以上 

【目標値】 

保育所等訪問支援を利用できる体制の構築 
令和５年度まで構築 

【目標値】 

主に重症心身障害児を支援する児童発達支援 

事業所及び放課後等デイサービス事業所の設置 

児童発達支援事業所 

１か所 

放課後等デイサービス事業所 

１か所 

【目標値】 

保健、医療、障がい福祉、保育、教育等の関係 

機関等が連携を図るための協議の場の設置 

設置済 

【目標値】 

医療的ケア児等に関するコーディネーターの配置 
1 人 
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２．障がい児の保健・相談の充実 

２－１．妊婦健康診査の充実 

医療機関に委託して妊婦健康診査を実施し、妊娠中の異常の早期発見と予防、妊婦の

健康管理、低出生体重児の予防等に努めます。妊婦の健康診査の経済的負担を軽減し、

受診しやすくするため、無料受診券の配布を継続して実施します。 

国が示す母子健康包括支援センター（通称，子育て世代包括支援センター）を活用し、

産前・産後サポート事業や支援プランの作成等の支援体制の構築に努めます。 

 

 

２－２．乳幼児健康診査・相談の充実 

乳幼児の月齢に合わせた健康診査や相談を実施し、発育・発達等の乳幼児の健康状態

の確認や異常の早期発見に努めます。 

２歳半健康診査の際に発達の遅れのみられる子どもや育児不安のある母親に対して、き

っずくらぶ等での個別の支援の機会をつくります。 

乳幼児健康診査については、すべての乳幼児の受診ができるように取り組みます。未受

診児については、家庭訪問や保育所入所児であれば保育所への訪問を行い、発達状況

等の把握を行います。 

子育て相談の中核となる子育て支援センターでは、ふれあい広場や地区児童館におい

て、子育て相談をしやすい体制を整えています。保健師・栄養士・保育士・助産師への相

談ができる子育てほっとカフェ（育児相談教室）や、０歳～３歳年齢別クラスによる親子教室

等を実施し、育児のヒントを伝えたり母親の育児相談に引き続き応じます。 

 

 

２－３．早期療育指導の充実 

発達が気になる乳幼児や育児不安を抱える母親に対して、子育て支援センターでの相

談やきっずくらぶにおいて、その子の発達や特徴に合わせた関わりについてアドバイスをし

ながら、発達の経過を確認していきます。 

主治医や保健師、保育士等が連携し、早期療育指導の充実に努めます。また、発達の

気になる子どもの親でつくるひまわりの会の活動をサポートします。 

今後に向けては、発達障がい者及びその家族への支援として、保護者等が子どもの発

達障がいの特性を理解することや適切な対応ができるようペアレントプログラム等の実施を

検討します。加えて、発達障がいの診断等を専門的に行うことができる医療機関等の確保

に努めます。 
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３．障がい児保育・教育の充実 

３－１．障がい児福祉サービスの充実 

（１）児童発達支援 

指定児童発達支援事業所において、日常生活における基本的な動作の指導、知識技

能に関する訓練、集団生活への適応訓練等を行います。 

早期療育は発達を促すこととなるため、対象と思われる児童の保護者との相談、サービス

利用の説明を行います。 

また、重症心身障害児及び医療的ケア児が身近な地域で必要な支援を受けられるよう、

支援体制の充実を図ります。 

 

■計画期間中の見込み量 

 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

児童発達支援 
利用者数 人 1 1 1 

利用日数 人日／月 20 20 20 

医療型児童発達支援 
利用者数 人 0 0 0 

利用日数 人日／月 0 0 0 

医療的ケア児等に関する

コーディネーター 
配置数 人 1 1 1 

 

 

（２）放課後等デイサービス 

学校（幼稚園及び大学を除く。）に就学している障がいのある児童について、授業の終了

後又は休業日に通わせ、生活能力の向上のために必要な訓練、社会との交流の促進を行

います。なお、町内にサービス事業所が新設されたことから、更なる利用者の増加が見込ま

れます。 

 

■計画期間中の見込み量 

 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

放課後等デイサービス 
利用者数 人 5 6 7 

利用日数 人日／月 23 29 35 
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（３）保育所等訪問支援 

保育所等に通う障がいのある児童について、保育所等を訪問し、集団生活への適応の

ための教育相談も含めた臨床心理士等の専門的な支援を行います。 

 

■計画期間中の見込み量 

 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

保育所等訪問支援 
利用者数 人 1 1 1 

利用日数 人日／月 3 3 3 

 

 

（４）居宅訪問型児童発達支援 

医療の提供が必要な障がい児を対象に、日常生活における基本的な動作の指導や知

識技能の付与、集団生活への適応訓練等を行います。 

 

■計画期間中の見込み量 

 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

居宅訪問型 

児童発達支援 

利用者数 人 1 1 1 

利用日数 人日／月 1 1 1 

 

 

（５）障害児相談支援 

障害児通所支援サービスを利用する際に、障がい児及びその保護者からの聞き取り等

を行い、障がい児の心身の状況やその置かれている環境、利用に関する意向等をまとめ

「サービス等利用計画」を作成します。 

 

■計画期間中の見込み量 

 単位 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

障害児相談支援 利用者数 人 5 5 5 
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（６）障害児入所施設 

障がいのある児童を入所させて、保護、日常生活の指導及び自活に必要な知識や技能

の付与を行います（福祉サービスを行う「福祉型」と、福祉サービスに合わせて治療を行う

「医療型」があります）。 

また、専門的機能の強化や虐待への対応等を含め、様々なニーズへ家庭的な環境で支

援を行う観点から、ケア単位の小規模化を推進します。さらに、施設が地域に開かれたもの

となるよう努めます。加えて、入所している児童が 18 歳以降も適切な場所で適切な支援が

受けられるよう、県や学校、相談支援事業所、障害福祉サービス提供事業所等の参画する

協議の場において、適切な時期に必要な協議が行われる体制の整備を図ります。 

 

 

３－２．子ども・子育て支援等における体制整備 

障がい児や発達の気になる児童が地域において保育や幼児教育を受けられるよう、町

立保育所・幼稚園では保育士等の加配により支援をします。 

 

 

３－３．障がい児の教育の充実 

（１）教育相談の充実 

乳幼児期の状況を把握している保健師、幼稚園教諭及び保育士に加え、児童相談所や

支援学校等と連携しながら、障がいのある児童一人ひとりに適切な教育の場が提供できる

よう、就学進路相談会等の充実を図ります。 

また、スクールソーシャルワーカーとの連携により、障がい児と障がい児を取り巻く環境に

働きかけ、家庭、学校、地域の橋渡しを行う等、障がい児が抱えている悩みや、様々な問題

の解決に向けての支援を行います。 

 

 

（２）就学支援・相談体制の充実 

特別支援教育推進委員会を開催し、障がいのある児童に対して、適切な就学支援と将

来の就労も含めた一貫した相談支援体制を構築します。 

『すこやかファイル』を小学校入学時に全児童に配布し、子どもの成長を家庭でも記録し

ていきます。 

就学進路相談等を開催し、相談体制の充実を図ります。 
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（３）特別支援教育の推進 

身体・知的障がいをはじめ、学習障がい（ＬＤ）、注意欠陥・多動性障がい（ＡＤＨＤ）、高

機能自閉症、軽度発達障がいのある児童が適切な支援を受けられるように特別支援教育

の推進を図ります。 

障がいのある児童の個々の状態に応じたきめ細やかな特別支援教育を充実するため、

各小中学校、幼稚園及び保育所に特別支援教育コーディネーターを配置します。 

 

 

（４）教職員の資質向上 

教育委員会等の関係機関と連携し、各小中学校、幼稚園及び保育所の特別支援教育コ

ーディネーターや支援員等を対象とする研修会を開催し、様々な障がいについての理解の

促進と資質向上に努めます。 

 

 

（５）進路指導体制の充実 

特別支援教育推進委員会を実施し、障がいのある児童・生徒の状況に適した進路指導

が行えるよう、各関係機関の連携を強化します。 

就職に関しては、在学中から実習を行い、障害福祉サービス利用や企業等へのスムー

ズな移行ができるよう、関係機関や企業等との連携を強化します。特に、支援学校卒業後

に障害福祉サービスの就労継続支援Ｂ型事業所の利用を希望する生徒に関しては、在学

中より、支援学校、就労移行支援事業所及び相談支援事業所等の関係機関との連携によ

り就労アセスメントを実施し、生徒の能力に合った就労の場の確認を行います。この就労ア

セスメントにより、就労継続支援Ｂ型事業所利用が適当と判断されることで、卒業後の障害

福祉サービスの利用がスムーズになります。 

 

 

（６）学校施設のバリアフリー化 

障がいのある児童が支障なく学校生活を送ることができるよう、障がいの特性に配慮した

学校施設のバリアフリー化に努めます。 

障がいのある児童・生徒の入学が決定した段階で、教育委員会と連携し、障がいに対応

した施設の改築を行います。 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７章 計画の推進体制 
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１．計画の推進体制 

１－１．庁内推進体制の確立 

本計画の円滑な推進に向けて、所管課である保健福祉課を中心として、保健・医療・福

祉だけでなく、教育、文化・芸術、雇用等も含めた関係各課による庁内の推進体制を確立

し、既存施設の効果的な利用とサービスの充実に努めます。 

 

 

１－２．国・県・近隣市町村との連携 

本計画に定めた各種事業の推進に当たっては、国・県・近隣市町村との連携を図り、仙

南広域圏で協議を進めながら総合的な施策の推進に取り組みます。 

 

 

１－３．当事者団体等との連携 

本計画における施策の推進に当たっては、各当事者団体や障がいのある人々の意見に

配慮しながら推進していきます。 

 

 

１－４．地域との連携及び障がい者理解を深めるための啓発 

本計画を推進するに当たっては、地域住民の人々の協力や支援が必要であることから、

地域の住民や企業、教育機関、医療機関等に対して障がいに対する正しい知識の普及に

努めて理解促進を図るとともに、地域ぐるみでお互いを支え合う共生社会の実現を目指し

ます。 
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２．計画の進行管理 

２－１．計画の進捗管理と評価 

本計画を円滑に推進していくため、計画の進捗状況等を総合的に取りまとめるとともに、

新たな課題への対応、事業評価等を推進していくことが求められます。 

本計画では、学識経験者や福祉関係団体の代表者、福祉行政関係者等で構成される

「蔵王町障害者計画等策定委員会」において、定期的に本計画の進捗状況についてＰＤＣ

Ａサイクルに基づいた点検・評価を行い、関係機関との連携のもと必要な調整を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２－２．見込み量確保の方策 

障害福祉サービスについては、希望する利用者の把握と、提供するサービスの周知に努

めるとともに、仙南広域圏での調整によりサービスの充実を図ります。 

また、今後の高齢化の進行等を踏まえ、障がいのある人の重度化・高齢化へ対応し、将

来にわたって安定的に障害福祉サービス等を提供していけるよう、県が実施する相談支援

従事者研修、サービス管理責任者研修、居宅介護従事者養成研修等への関係者の参加

を促すとともに、多職種間の連携強化や障がい福祉の現場の魅力向上等に努め、サービ

スの質の向上及び担い手の養成を図ります。 

地域生活支援事業については、既存サービスの一層の充実を図るとともに、関係機関・

団体等と連携し、必要な人材の確保に努めます。 

就労に関しては、関係機関との連携による障がい者雇用に対する理解促進に努めるとと

もに、障がいのある人の自立を支援する環境づくりを推進していきます。 

ＰＬＡＮ（計画） 
 

地域の実態把握、課題抽出 

具体的な施策・取組の設定 

ＤＯ（実行） 
 

計画に基づいて 

施策・取組を実施 

蔵王町障害者計画等策定委員会 

事務局（保健福祉課） 

ＡＣＴＩＯＮ（改善） 
 

評価・検証の結果に基づいた 

改善策等の検討 

ＣＨＥＣＫ（評価） 
 

施策・取組の進捗状況や 

目標達成状況の評価・検証 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料編 
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１．蔵王町障害者計画等策定委員会設置要綱 

（設置） 

第１条 障害者の総合的な福祉施策を計画的に推進し、障害者基本法（昭和 45 年法律第

84 号）及び障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17

年法律第 123 号）の規定に基づく障害者計画及び障害福祉計画、並びに児童福祉法

（昭和 22 年法律第 164 号）の規定に基づく障害児福祉計画（以下「障害者計画等」とい

う。）を策定するため、蔵王町障害者計画等策定委員会（以下「委員会」という。）を設置

する。 

（所掌事項） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項を所掌する。 

（１） 障害者計画等の策定に関すること 

（２） 障害者計画等の推進に関すること 

（３） その他障害者計画等に関すること 

（組織） 

第３条 委員会は、15 人以内の委員をもって組織する。 

２ 委員は、次の各号に掲げる者のうちから町長が委嘱する。 

（１） 学識経験を有する者 

（２） 福祉関係団体の代表者 

（３） 福祉行政関係者 

（４） その他町長が適当と認める者 

（任期） 

第４条 委員の任期は当該諮問に係る審議が終了するまでとする。 

（委員長等） 

第５条 委員会に委員長及び副委員長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 委員長は委員会を代表し会務を総理する。 

３ 副委員長は委員長を補佐し、委員長に事故あるとき、又は委員長が欠けたときは、その

職務を代理する。 

（会議） 

第６条 委員会の会議は必要に応じて委員長が招集し、委員長がその議長となる。 

（意見の聴取） 

第７条 委員長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を委員会の会議に出席を求

め、説明や意見を聴くことができる。 

（謝礼金及び費用弁償） 

第８条 委員には、予算の範囲内で謝礼金を支給する。ただし、費用弁償については支給

しないものとする。 

（庶務） 

第９条 委員会の庶務は、保健福祉課において行う。 
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（委任） 

第 10 条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、委員長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成 18 年７月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 25 年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 29 年４月１日から施行する。 
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２．蔵王町障害者計画等策定委員会委員名簿 

構成 氏名 所属等 備考 

１号委員 相原 勝春 ざおう学びセンター「みらい」所長  

２号委員 

平間 俊之 蔵王すずしろ施設長  

村上 修子 
蔵王町社会福祉協議会 

計画相談事業管理者 資金貸付相談員 
 

八島 哲 
仙南地域障がい者基幹相談支援センター 

専門相談員 
 

３号委員 

大槻 千賀子 蔵王町民生児童委員  

田山 敏郎 
身体障害者相談員 

身体障害者代表 
委員長 

小熊 久男 知的障害者相談員  

４号委員 

朝倉 香 保護者（障がい児）代表  

加川 和子 

保護者（障がい者）代表 

副委員長 

佐藤 定子  

 

（備考） 

１号委員：学識経験を有する者 

２号委員：福祉関係団体の代表者 

３号委員：福祉行政関係者 

４号委員：町長が適当と認める者 

 

（任期） 

令和２年４月１日～令和４年３月 31 日 

 

  



 

94 

 

３．策定の経過 

開催日等 内容 

令和２年 

６月 17 日 

第１回蔵王町障害者計画等策定委員会 

 ・蔵王町第４期障害者計画・第５期障害福祉計画・第１期障害児福

祉計画の進捗状況について 

 ・蔵王町第５期障害者計画・第６期障害福祉計画・第２期障害児福

祉計画の策定について 

 ７～８月 福祉に関するアンケート調査の実施 

 

11 月 20 日 

第２回蔵王町障害者計画等策定委員会 

 ・福祉に関するアンケート調査結果について 

 ・蔵王町第５期障害者計画・第６期障害福祉計画・第２期障害児福

祉計画（素案）について 

令和３年 
１月 25 日 

～２月８日 

パブリックコメントの実施 

 ・蔵王町第５期障害者計画・第６期障害福祉計画・第２期障害児福

祉計画（素案）を町ホームページ等にて公開 

 

３月４日 

第３回蔵王町障害者計画等策定委員会 

 ・パブリックコメントの結果について 

 ・蔵王町第５期障害者計画・第６期障害福祉計画・第２期障害児福

祉計画（素案）について 
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